
JP 5795193 B2 2015.10.14

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　液晶セルと、該液晶セルの視認側に配置された位相差層付偏光板と、を有する液晶パネ
ルの製造方法であって、
（１）該位相差層付偏光板が、
　偏光子と該偏光子の片側にのみ配置された保護層とを有する偏光板と、
　該偏光板の偏光子側に配置された位相差層と、
　該偏光板の保護層側に配置された接着層とを有し；
（２）該位相差層が、それぞれが異なる方向に遅相軸を有する複数の領域を所定のパター
ンで有し；
（３）該接着層が、電磁波または粒子線の照射によって接着力を発現する接着剤組成物で
あって、少なくとも１種のモノマーからなる接着主剤と、該接着主剤の重合反応を生じさ
せる少なくとも１種の重合開始剤とを含み、所定の温度環境下において該接着剤組成物に
対して照射される電磁波または粒子線の照射量の増加に伴い、該接着力が極大値、極小値
、該極大値より大きい値をとるように変化する接着剤組成物から形成されるものであって
；
（４）次の（工程１）～（工程４）を含む、製造方法；
　（工程１）該所定の温度環境下において電磁波または粒子線を照射することにより粘着
剤様状態とされた該接着層を介して該位相差層付偏光板を該液晶セルの視認側に貼り合わ
せて仮接着すること、
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　（工程２）仮接着された該位相差層付偏光板と該液晶セルとの貼り合わせの修正が必要
かどうかを検査すること、
　（工程３）貼り合わせの修正が不要の場合には、該所定の温度環境下において電磁波ま
たは粒子線をさらに照射して該接着層を強接着状態とし、これにより、該位相差層付偏光
板と該液晶セルとを完全接着すること、および
　（工程４）貼り合わせの修正が必要な場合には、該所定の温度環境下において電磁波ま
たは粒子線をさらに照射して該接着層を軽剥離状態にし、次いで、該位相差層付偏光板と
該液晶セルとを剥離すること。
【請求項２】
　液晶セルと、該液晶セルの視認側に配置された位相差層付偏光板と、を有する液晶パネ
ルの製造方法であって、
（１）該位相差層付偏光板が、
　偏光子と該偏光子の両側に配置された保護層とを有する偏光板と、
　該偏光板の視認側に配置された位相差層と、
　該偏光板の液晶セル側に配置された接着層とを有し；
（２）該位相差層が、それぞれが異なる方向に遅相軸を有する複数の領域を所定のパター
ンで有し；
（３）該接着層が、電磁波または粒子線の照射によって接着力を発現する接着剤組成物で
あって、少なくとも１種のモノマーからなる接着主剤と、該接着主剤の重合反応を生じさ
せる少なくとも１種の重合開始剤とを含み、所定の温度環境下において該接着剤組成物に
対して照射される電磁波または粒子線の照射量の増加に伴い、該接着力が極大値、極小値
、該極大値より大きい値をとるように変化する接着剤組成物から形成されるものであって
；
（４）次の（工程１）～（工程４）を含む、製造方法；
　（工程１）該所定の温度環境下において電磁波または粒子線を照射することにより粘着
剤様状態とされた該接着層を介して該位相差層付偏光板を該液晶セルの視認側に貼り合わ
せて仮接着すること、
　（工程２）仮接着された該位相差層付偏光板と該液晶セルとの貼り合わせの修正が必要
かどうかを検査すること、
　（工程３）貼り合わせの修正が不要の場合には、該所定の温度環境下において電磁波ま
たは粒子線をさらに照射して該接着層を強接着状態とし、これにより、該位相差層付偏光
板と該液晶セルとを完全接着すること、および
　（工程４）貼り合わせの修正が必要な場合には、該所定の温度環境下において電磁波ま
たは粒子線をさらに照射して該接着層を軽剥離状態にし、次いで、該位相差層付偏光板と
該液晶セルとを剥離すること。
【請求項３】
　液晶セルと、該液晶セルの視認側に配置された位相差層付偏光板と、を有する液晶パネ
ルの製造方法であって、
（１）該位相差層付偏光板が、
　偏光子と該偏光子の片側にのみ配置された保護層とを有する偏光板と、
　該偏光板の偏光子側に配置された位相差層と、
　該偏光板の保護層側に配置された接着層とを有し；
（２）該位相差層が、それぞれが異なる方向に遅相軸を有する複数の領域を所定のパター
ンで有し；
（３）該接着層が、電磁波または粒子線の照射によって接着力を発現する接着剤組成物で
あって、少なくとも１種のモノマーからなる接着主剤と、該接着主剤の重合反応を生じさ
せる少なくとも１種の重合開始剤とを含み、所定の温度環境下において該接着剤組成物に
対して照射される電磁波または粒子線の照射量の増加に伴い、該接着力が極大値を経て極
小値をとるように変化し、該接着力が該極小値をとった後、該所定の温度環境下より温度
が高い温度環境下にさらに保持されることにより、該接着力が該極大値より大きい値をと
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るように変化する接着剤組成物から形成されるものであって；
（４）次の（工程１）～（工程４）を含む、製造方法；
　（工程１）該所定の温度環境下において電磁波または粒子線を照射することにより粘着
剤様状態とされた該接着層を介して該位相差層付偏光板を該液晶セルの視認側に貼り合わ
せて仮接着すること、
　（工程２）仮接着された該位相差層付偏光板と該液晶セルとの貼り合わせの修正が必要
かどうかを検査すること、
　（工程３）貼り合わせの修正が不要の場合には、該所定の温度環境下より温度が高い温
度環境下で保持して該接着層を強接着状態とし、これにより、該位相差層付偏光板と該液
晶セルとを完全接着すること、および
　（工程４）貼り合わせの修正が必要な場合には、該所定の温度環境下において電磁波ま
たは粒子線をさらに照射して該接着層を軽剥離状態にし、次いで、該位相差層付偏光板と
該液晶セルとを剥離すること。
【請求項４】
　液晶セルと、該液晶セルの視認側に配置された位相差層付偏光板と、を有する液晶パネ
ルの製造方法であって、
（１）該位相差層付偏光板が、
　偏光子と該偏光子の両側に配置された保護層とを有する偏光板と、
　該偏光板の視認側に配置された位相差層と、
　該偏光板の液晶セル側に配置された接着層とを有し；
（２）該位相差層が、それぞれが異なる方向に遅相軸を有する複数の領域を所定のパター
ンで有し；
（３）該接着層が、電磁波または粒子線の照射によって接着力を発現する接着剤組成物で
あって、少なくとも１種のモノマーからなる接着主剤と、該接着主剤の重合反応を生じさ
せる少なくとも１種の重合開始剤とを含み、所定の温度環境下において該接着剤組成物に
対して照射される電磁波または粒子線の照射量の増加に伴い、該接着力が極大値を経て極
小値をとるように変化し、該接着力が該極小値をとった後、該所定の温度環境下より温度
が高い温度環境下にさらに保持されることにより、該接着力が該極大値より大きい値をと
るように変化する接着剤組成物から形成されるものであって；
（４）次の（工程１）～（工程４）を含む、製造方法；
　（工程１）該所定の温度環境下において電磁波または粒子線を照射することにより粘着
剤様状態とされた該接着層を介して該位相差層付偏光板を該液晶セルの視認側に貼り合わ
せて仮接着すること、
　（工程２）仮接着された該位相差層付偏光板と該液晶セルとの貼り合わせの修正が必要
かどうかを検査すること、
　（工程３）貼り合わせの修正が不要の場合には、該所定の温度環境下より温度が高い温
度環境下で保持して該接着層を強接着状態とし、これにより、該位相差層付偏光板と該液
晶セルとを完全接着すること、および
　（工程４）貼り合わせの修正が必要な場合には、該所定の温度環境下において電磁波ま
たは粒子線をさらに照射して該接着層を軽剥離状態にし、次いで、該位相差層付偏光板と
該液晶セルとを剥離すること。
【請求項５】
　電磁波または粒子線の照射強度の増大および／または接着温度の上昇に伴って、前記接
着剤組成物の接着力が前記極大値に達するまでに要する時間、前記極大値から前記極小値
まで変化するのに要する時間、および前記極小値から前記極大値より大きい値まで変化す
るのに要する時間が短縮される、請求項１から４のいずれかに記載の液晶パネルの製造方
法。
【請求項６】
　前記接着剤組成物が、前記所定の温度環境下において電磁波または粒子線が未照射のと
きには液状である、請求項１から５のいずれかに記載の液晶パネルの製造方法。
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【請求項７】
　前記接着主剤に含まれる少なくとも１種のモノマーが、ヒドロキシル基、カルボキシル
基、シアノ基、アミノ基、脂肪族環式炭化水素基、複素環基、アミド基、またはカルボン
酸エステル基を少なくとも１つ有する光重合性ビニルモノマーである、請求項１から６の
いずれかに記載の液晶パネルの製造方法。
【請求項８】
　前記少なくとも１種の重合開始剤が、光重合開始剤である、請求項１から７のいずれか
に記載の液晶パネルの製造方法。
【請求項９】
　前記接着剤組成物の接着力が、前記極大値よりも大きい値に変化した後、水への浸漬に
よって前記極大値より小さい値まで低下する、請求項１から８のいずれかに記載の液晶パ
ネルの製造方法。
【請求項１０】
　前記位相差層の面内位相差Ｒｅ（５９０）が、９０ｎｍ～１９０ｎｍである、請求項１
から９のいずれかに記載の液晶パネルの製造方法。
【請求項１１】
　前記位相差層の前記所定パターンが、異なる方向に遅相軸を有する２つの領域が交互に
配置されたストライプ状である、請求項１から１０のいずれかに記載の液晶パネルの製造
方法。
【請求項１２】
　前記異なる方向に遅相軸を有する２つの領域が、それぞれ、前記液晶セルの１ラインに
対応する、請求項１１に記載の液晶パネルの製造方法。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、位相差層付偏光板に関する。より詳細には、本発明は、パターン化された位
相差層を有する位相差層付偏光板に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、立体（３次元）画像表示に関する技術について、数多くの研究がなされ実用化さ
れている。立体表示の基本原理は、観測者の左右の眼に異なる画像を提供することによる
ものである。立体画像表示に関する技術としては、代表的には、観測者に特殊な眼鏡等を
装着させる眼鏡方式と、眼鏡等を装着しない裸眼方式とが挙げられる。眼鏡方式において
は、左目用の映像と右目用の映像を交互に切換えて出力する時分割方式と、液晶セルの１
ライン毎に偏光方向の異なる左右の映像を出力する空間分割方式とがある。空間分割方式
においては、液晶セルの１ライン毎に偏光方向の異なる左右の映像を出力するために、液
晶セルの１ライン毎に対応したパターン状の位相差を発現させる必要がある。パターン状
の位相差を発現させる手段としては、遅相軸方向が異なる領域をパターン状に有する位相
差板（パターンリターダー）が知られている（例えば、特許文献１）。
【０００３】
　上記のようなパターンリターダーは、通常、立体（３次元）画像表示用液晶表示装置に
おいて、視認側偏光板のさらに視認側に配置される。しかし、加熱や加湿等の条件下にお
いて、クロストークが発生するという問題が生じ得る（特に、パターンリターダーの機能
を、視認側偏光板の視認側保護層に付与させた場合）。なお、クロストークとは、左右の
画像のそれぞれが他方の画像に混入することである。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特許第３３７２０１６号
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【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明は上記従来の課題を解決するためになされたものであり、その目的とするところ
は、立体画像表示のクロストークを低減し得る位相差層付偏光板を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明によれば、位相差層付偏光板が提供される。本発明の位相差層付偏光板は、偏光
子と該偏光子の片側に配置された保護層とを有する偏光板と、該偏光板の偏光子側に配置
された位相差層と、該偏光板の保護層側に配置された接着層とを有し；該位相差層が、そ
れぞれが異なる方向に遅相軸を有する複数の領域を所定のパターンで有し；該接着層が、
電磁波または粒子線の照射によって接着力を発現する接着剤組成物であって、少なくとも
１種のモノマーからなる接着主剤と、該接着主剤の重合反応を生じさせる少なくとも１種
の重合開始剤とを含み、所定の温度環境下において該接着剤組成物に対して照射される電
磁波または粒子線の照射量の増加に伴い、該接着力が極大値、極小値、該極大値より大き
い値をとるように変化する接着剤組成物から形成される。
　本発明の別の位相差層付偏光板は、偏光子と該偏光子の片側に配置された保護層とを有
する偏光板と、該偏光板の偏光子側に配置された位相差層と、該偏光板の保護層側に配置
された接着層とを有し；該位相差層が、それぞれが異なる方向に遅相軸を有する複数の領
域を所定のパターンで有し；該接着層が、電磁波または粒子線の照射によって接着力を発
現する接着剤組成物であって、少なくとも１種のモノマーからなる接着主剤と、該接着主
剤の重合反応を生じさせる少なくとも１種の重合開始剤とを含み、所定の温度環境下にお
いて該接着剤組成物に対して照射される電磁波または粒子線の照射量の増加に伴い、該接
着力が極大値を経て極小値をとるように変化し、該接着力が該極小値をとった後、該所定
の温度環境下より温度が高い温度環境下にさらに保持されることにより、該接着力が該極
大値より大きい値をとるように変化する接着剤組成物から形成される。
　好ましい実施形態においては、電磁波または粒子線の照射強度の増大および／または接
着温度の上昇に伴って、上記接着剤組成物の接着力が上記極大値に達するまでに要する時
間、上記極大値から上記極小値まで変化するのに要する時間、および上記極小値から上記
極大値より大きい値まで変化するのに要する時間が短縮される。
　好ましい実施形態においては、上記接着剤組成物が、上記所定の温度環境下において電
磁波または粒子線が未照射のときには液状である。
　好ましい実施形態においては、上記接着主剤に含まれる少なくとも１種のモノマーが、
ヒドロキシル基、カルボキシル基、シアノ基、アミノ基、脂肪族環式炭化水素基、複素環
基、アミド基、またはカルボン酸エステル基を少なくとも１つ有する光重合性ビニルモノ
マーである。
　好ましい実施形態においては、上記少なくとも１種の重合開始剤が、光重合開始剤であ
る。
　好ましい実施形態においては、上記接着剤組成物の接着力が、上記極大値よりも大きい
値に変化した後、水への浸漬によって上記極大値より小さい値まで低下する。
　好ましい実施形態においては、上記位相差層の面内位相差Ｒｅ（５９０）が、９０ｎｍ
～１９０ｎｍである。
　好ましい実施形態においては、上記位相差層の上記所定パターンが、異なる方向に遅相
軸を有する２つの領域が交互に配置されたストライプ状である。
　好ましい実施形態においては、上記異なる方向に遅相軸を有する２つの領域が、それぞ
れ、液晶セルの１ラインに対応する。
　本発明の別の局面によれば、液晶パネルが提供される。この液晶パネルは、上記位相差
層付偏光板を有する。
　本発明の別の局面によれば、液晶表示装置が提供される。この液晶表示装置は、上記液
晶パネルを有する。
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【発明の効果】
【０００７】
　本発明によれば、特定の接着剤組成物から形成される接着層とパターン化された位相差
層とを組み合わせることにより、立体画像表示のクロストークを低減し得る位相差層付偏
光板を得ることができる。
【図面の簡単な説明】
【０００８】
【図１】本発明の好ましい実施形態による位相差層付偏光板の概略断面図である。
【図２】本発明の好ましい実施形態による位相差層付偏光板における位相差層のパターン
の一例を示す概略平面図である。
【図３】本発明で用いられる接着剤組成物の接着力の変化を示す模式図である。
【図４】従来の接着剤の接着力の変化を示す模式図である。
【図５】本発明の好ましい実施形態による液晶パネルの概略断面図である。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
　以下、本発明の好ましい実施形態について説明するが、本発明はこれらの実施形態には
限定されない。
【００１０】
（用語および記号の定義）
　本明細書における用語および記号の定義は下記の通りである。
（１）屈折率（ｎｘ、ｎｙ、ｎｚ）
　「ｎｘ」は面内の屈折率が最大になる方向（すなわち、遅相軸方向）の屈折率であり、
「ｎｙ」は面内で遅相軸と直交する方向（すなわち、進相軸方向）の屈折率であり、「ｎ
ｚ」は厚み方向の屈折率である。
（２）面内位相差（Ｒｅ）
　面内位相差（Ｒｅ）は、２３℃、特に明記しなければ波長５９０ｎｍにおける層（フィ
ルム）の面内位相差値をいう。Ｒｅは、層（フィルム）の厚みをｄ（ｎｍ）としたとき、
Ｒｅ＝（ｎｘ－ｎｙ）×ｄによって求められる。
（３）厚み方向の位相差（Ｒｔｈ）
　厚み方向の位相差（Ｒｔｈ）は、２３℃、特に明記しなければ波長５９０ｎｍにおける
層（フィルム）の厚み方向の位相差値をいう。Ｒｔｈは、層（フィルム）の厚みをｄ（ｎ
ｍ）としたとき、Ｒｔｈ＝（ｎｘ－ｎｚ）×ｄによって求められる。
（４）粘着剤
　粘着剤は、一般に、以下の性質を有する物質と定義できる。
　（ｉ）高粘度で低弾性率の半固体状物質であり、圧力を加えることによって被着体と結
合する。
　（ｉｉ）結合後においても被着体から剥離することが可能である。
　（ｉｉｉ）結合の過程で状態が変化しない。
（５）接着剤
　接着剤は、一般に、以下の性質を有する物質と定義できる。
　（ｉ）当初は流動性のある低粘度の液体であり、被着体に塗布されたときに被着体に十
分に濡れることによって接触面積を大きくし、光の照射や加熱によって硬化することによ
り被着体と結合する。
　（ｉｉ）光の照射量や加熱量の増加によって粘着状態を経て硬化に至る。
　（ｉｉｉ）結合後においては被着体や接着剤の凝集破壊を生じることなく両者を剥離す
ることが不可能である。
　（ｉｖ）結合の過程で状態が不可逆的に変化する（液体から固体に変化する）。
【００１１】
Ａ．位相差層付偏光板
　図１は、本発明の好ましい実施形態による位相差層付偏光板の概略断面図である。位相
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差層付偏光板１００は、偏光子１１と偏光子１１の片側に配置された保護層２１とを有す
る偏光板１０と、偏光板１０の偏光子１１側に配置された位相差層３０と、偏光板１０の
保護層２１側に配置された接着層４０とを有する。図示例では、偏光板１０は、偏光子１
１の片側にのみ保護層２１が配置された構成であり、位相差層３０が偏光子１１の保護層
として機能し得る。代表的には、位相差層付偏光板１００は、その接着層４０が貼り合わ
されて、液晶セル（代表的には、視認側）に積層される。
【００１２】
Ｂ．偏光板
　上記偏光板は、少なくとも偏光子を有する。偏光板はさらに偏光子の保護層を有してい
てもよい。具体的には、偏光板は、偏光子の両側にそれぞれ保護層が配置された構成であ
ってもよいし、偏光子の片側にのみ保護層が配置された構成であってもよい。
【００１３】
Ｂ－１．偏光子
　上記偏光子としては、目的に応じて任意の適切な偏光子が採用され得る。例えば、ポリ
ビニルアルコール系フィルム、部分ホルマール化ポリビニルアルコール系フィルム、エチ
レン・酢酸ビニル共重合体系部分ケン化フィルム等の親水性高分子フィルムに、ヨウ素や
二色性染料等の二色性物質を吸着させて一軸延伸したもの、ポリビニルアルコールの脱水
処理物やポリ塩化ビニルの脱塩酸処理物等ポリエン系配向フィルム等が挙げられる。これ
らのなかでも、ポリビニルアルコール系フィルムにヨウ素などの二色性物質を吸着させて
一軸延伸した偏光子が、偏光二色比が高く特に好ましい。
【００１４】
　ポリビニルアルコール系フィルムにヨウ素を吸着させて一軸延伸した偏光子は、例えば
、ポリビニルアルコールをヨウ素の水溶液に浸漬することによって染色し、元長の３～７
倍に延伸することで作製することができる。必要に応じてホウ酸や硫酸亜鉛、塩化亜鉛等
を含んでいてもよいし、ヨウ化カリウムなどの水溶液に浸漬することもできる。さらに必
要に応じて染色の前にポリビニルアルコール系フィルムを水に浸漬して水洗してもよい。
【００１５】
　ポリビニルアルコール系フィルムを水洗することでポリビニルアルコール系フィルム表
面の汚れやブロッキング防止剤を洗浄することができるだけでなく、ポリビニルアルコー
ル系フィルムを膨潤させることで染色のムラなどの不均一を防止する効果もある。延伸は
ヨウ素で染色した後に行ってもよいし、染色しながら延伸してもよいし、また延伸してか
らヨウ素で染色してもよい。ホウ酸やヨウ化カリウムなどの水溶液中や水浴中でも延伸す
ることができる。
【００１６】
　偏光子の厚みは、一般的に１μｍ～８０μｍ程度であり、好ましくは５μｍ～４０μｍ
である。
【００１７】
　偏光子のホウ素含有量は、好ましくは３重量％～３．９重量％、さらに好ましくは３．
４重量％～３．９重量％である。このような偏光子は、加熱や加湿等の条件下における寸
法変化（収縮）が小さく、クロストークの低減に寄与し得る。ホウ素含有量が３重量％未
満である場合には、耐水性が不十分となるおそれがある。一方、ホウ素含有量が３．９重
量％を超える場合には、耐久性が不十分となるおそれがある。例えば、偏光板化してヒー
トサイクル試験を行ったとき、偏光子の延伸方向に破断が発生しやすくなる。なお、偏光
子のホウ素の含有量は、例えば、高周波誘導結合プラズマ（Ｉｎｄｕｃｔｉｖｅｌｙ　Ｃ
ｏｕｐｌｅｄ　Ｐｌａｓｍａ：ＩＣＰ）発光分光分析法により、偏光子の重量に対するホ
ウ素の重量分率（％）として算出することができる。ホウ素は、代表的には、偏光子中に
、ホウ酸またはそれがポリビニルアルコールのユニットと架橋構造を形成した状態で存在
すると考えられるが、ここでいうホウ素含有量は、ホウ素（Ｂ）としての値である。
【００１８】
Ｂ－２．保護層
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　上記保護層は、偏光子の保護層として使用できる任意の適切なフィルムで形成される。
当該フィルムの主成分となる材料の具体例としては、トリアセチルセルロース（ＴＡＣ）
等のセルロース系樹脂や、ポリエステル系、ポリビニルアルコール系、ポリカーボネート
系、ポリアミド系、ポリイミド系、ポリエーテルスルホン系、ポリスルホン系、ポリスチ
レン系、ポリノルボルネン系、ポリオレフィン系、（メタ）アクリル系、アセテート系等
の透明樹脂等が挙げられる。また、（メタ）アクリル系、ウレタン系、（メタ）アクリル
ウレタン系、エポキシ系、シリコーン系等の熱硬化型樹脂または紫外線硬化型樹脂等も挙
げられる。この他にも、例えば、シロキサン系ポリマー等のガラス質系ポリマーも挙げら
れる。また、特開２００１－３４３５２９号公報（ＷＯ０１／３７００７）に記載のポリ
マーフィルムも使用できる。このフィルムの材料としては、例えば、側鎖に置換または非
置換のイミド基を有する熱可塑性樹脂と、側鎖に置換または非置換のフェニル基ならびに
ニトリル基を有する熱可塑性樹脂を含有する樹脂組成物が使用でき、例えば、イソブテン
とＮ－メチルマレイミドからなる交互共重合体と、アクリロニトリル・スチレン共重合体
とを有する樹脂組成物が挙げられる。当該ポリマーフィルムは、例えば、上記樹脂組成物
の押出成形物であり得る。
【００１９】
　保護層の厚みは、好ましくは２０μｍ～１００μｍである。
【００２０】
Ｃ．位相差層
　上記位相差層は、代表的には、λ／４板として機能し得る。λ／４板は、ある特定の波
長の直線偏光を円偏光に（または、円偏光を直線偏光に）変換し得る。このような位相差
層の面内位相差Ｒｅ（５９０）は、好ましくは９０ｎｍ～１９０ｎｍであり、より好まし
くは１００ｎｍ～１７０ｎｍであり、さらに好ましくは１１０ｎｍ～１５０ｎｍである。
位相差層は、好ましくは、ｎｘ＞ｎｙ＞ｎｚまたはｎｘ＞ｎｙ＝ｎｚの屈折率楕円体を有
する。本明細書において、「ｎｙ＝ｎｚ」は、ｎｙとｎｚが厳密に等しい場合のみならず
、ｎｙとｎｚが実質的に等しい場合も包含する。
【００２１】
　位相差層は、それぞれが異なる方向に遅相軸を有する複数の領域を所定のパターンで有
する。パターンの代表例としては、ストライプ状、チェッカー状、モザイク状が挙げられ
る。このような構成を有することにより、観測者の左右の眼に異なる画像を提供すること
ができ、結果として、３次元（立体）画像を提供することができる。なお、本明細書にお
いて例えば「面内位相差Ｒｅ（５９０）が１４０ｎｍである」とは、好ましくは、当該複
数の領域の面内位相差がそれぞれ１４０ｎｍであることを意味する。代表的には、位相差
層は、それぞれが異なる方向に遅相軸を有する２つの領域を所定のパターンで有する。代
表的には、当該２つの領域の遅相軸方向は、互いに実質的に直交している。このような構
成であれば、当該２つの領域が偏光方向の異なる画像を提供することができ、結果として
、良好な３次元画像を提供することができる。
【００２２】
　位相差層の上記所定パターンは、好ましくは、図２に示すように、異なる方向に遅相軸
を有する２つの領域３１および３２が交互に配置されたストライプ状である。ストライプ
の方向は、表示画面の水平方向（左右方向）であってもよく、垂直方向（上下方向）であ
ってもよい。上記と同様に、当該ストライプ状の２つの領域の遅相軸方向は、互いに実質
的に直交している。好ましくは、当該異なる方向に遅相軸を有する２つの領域は、それぞ
れ、液晶セルの１ラインに対応する。言い換えれば、ストライプ状パターンにおけるスト
ライプの幅は、液晶セルの１ラインに対応する。本明細書において「液晶セルの１ライン
」とは、マトリクス状に配列された画素の垂直方向または水平方向の一列をいう。ストラ
イプ状パターンは、好ましくは、隣接する領域同士の間にブラックストライプを有する。
ブラックストライプは、好ましくは、液晶セルのブラックマトリクスに対応する位置に形
成され得る。ブラックストライプを設けることにより、クロストークがさらに低減され得
る。
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【００２３】
　位相差層における上記遅相軸方向が異なるそれぞれの領域の遅相軸方向は、好ましくは
、上記偏光子の吸収軸方向と実質的に±４５°の関係である。位相差層の面内位相差が上
記の好適な範囲であって、さらに、それぞれの領域の遅相軸方向と偏光子の吸収軸方向と
がこのような関係であれば、左目用画像および右目用画像の両方が良好な円偏光となるの
で、良好な立体画像表示を実現することができる。
【００２４】
　１つの実施形態においては、位相差層は、基材フィルム上に、光硬化型液晶ポリマーを
異なる配向状態で固定することにより形成された、それぞれが異なる方向に遅相軸を有す
る複数の領域を有する。このような位相差層は、例えば、以下のようにして形成される：
まず、基材フィルム上に光配向膜を形成し、偏光露光法を用いて所定の方向に配向規制力
を付与する。例えば、液晶セルの１ライン毎にストライプの方向に対して交互に＋４５°
、－４５°の配向規制力が与えられた領域を有する光配向膜を形成する。次いで、当該光
配向膜上に光硬化型液晶ポリマー層を形成し、当該光硬化型液晶ポリマー層に紫外線を照
射して液晶ポリマーの配向状態を固定することにより、それぞれが異なる方向に遅相軸を
有する複数の領域（例えば、液晶セルの１ライン毎にストライプの方向に対して交互に＋
４５°、－４５°の遅相軸方向を有する２つの領域）を形成する。当該領域の面内位相差
は、位相差層全体の面内位相差が上記好適範囲となるように、基材フィルムの面内位相差
を考慮して調整され得る。
【００２５】
　基材フィルムの線膨張係数は、好ましくは５．０×１０－４（１／℃）以下であり、よ
り好ましくは１．０×１０－４（１／℃）以下である。基材フィルムを構成する材料とし
ては、例えば、環状オレフィン系樹脂、ポリカーボネート系樹脂、セルロース系樹脂が挙
げられる。環状オレフィン系樹脂は、環状オレフィンを重合単位として重合される樹脂の
総称であり、例えば、特開平１－２４０５１７号公報、特開平３－１４８８２号公報、特
開平３－１２２１３７号公報等に記載されている樹脂が挙げられる。具体例としては、環
状オレフィンの開環（共）重合体、環状オレフィンの付加重合体、環状オレフィンとエチ
レン、プロピレン等のα－オレフィンとの共重合体（代表的には、ランダム共重合体）、
および、これらを不飽和カルボン酸やその誘導体で変性したグラフト変性体、ならびに、
それらの水素化物が挙げられる。環状オレフィンの具体例としては、ノルボルネン系モノ
マーが挙げられる。上記ポリカーボネート系樹脂としては、本発明の効果が得られる限り
において任意の適切なポリカーボネート系樹脂が用いられる。例えば、芳香族２価フェノ
ール成分とカーボネート成分とからなる芳香族ポリカーボネートが好ましく用いられる。
【００２６】
　別の実施形態においては、位相差層は、光異性化物質を含有する高分子材料から形成さ
れ得る。光異性化物質は、光照射等により構造異性体または立体異性体を生じるので、所
定のパターンで光照射を行うことにより、遅相軸方向が異なる領域を所定のパターンで形
成することができる。光異性化物質は、代表的には、光異性化性官能基を有する任意の適
切なフォトクロミック化合物である。具体例としては、アゾベンゼン系化合物、ベンズア
ルドキシム系化合物、アゾメチン系化合物、スチルベン系化合物、スピロピラン系化合物
、スピロオキサジン系化合物、フルギド系化合物、ジアリールエテン系化合物、ケイ皮酸
系化合物、レチナール系化合物、およびヘミチオインジコ系化合物が挙げられる。好まし
くは、アゾベンゼン系化合物、スピロピラン系化合物、およびケイ皮酸系化合物であり、
特に好ましくはケイ皮酸系化合物である。また、光異性化物質は、モノマーであってもよ
く、ポリマーであってもよい。
【００２７】
　上記高分子材料としては、任意の適切な高分子材料が採用され得る。さらに、高分子材
料は、好ましくは、重合性樹脂を含有し得る。重合性樹脂を含有することにより、光異性
化物質の配向を固定することができる。より詳細には、重合性樹脂は、一旦、光照射また
は加熱によって光異性化物質の配向を固定するように重合した後は、さらなる光照射また
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は加熱が行われても、光異性化物質の所望でない構造異性化を引き起こさない役割を果た
し得る。すなわち、重合性樹脂は、位相差層において固定された遅相軸方向を常に安定に
保持し得る。このような重合性樹脂としては、例えば、不飽和二重結合を有する化合物、
親電子基を有する化合物、求核基を有する化合物、および、重合性液晶構造を有する化合
物が挙げられる。
【００２８】
　光異性化物質を含有する高分子材料を用いた位相差層の形成方法について簡単に説明す
る。まず、上記光異性化物質、高分子材料、および必要に応じて重合成樹脂を含む組成物
から、前処理シートが形成される。前処理シートの成形方法としては、任意の適切な方法
（例えば、溶液流延法、溶融製膜法（溶融押出し法）、塗布法）が採用され得る。例えば
、溶融製膜法を行う場合、上記組成物を所定温度で溶融し、ダイから冷却ロールにキャス
トすることにより、前処理シートが作製され得る。前処理シートは、未延伸の状態で使用
されることもあるが、好ましくは所定の方向に一軸延伸され得る。一軸延伸を行うことに
より、後述の光照射によって、複数の領域のそれぞれの遅相軸方向をさらに均一に揃える
ことができる。一軸延伸の方法および条件（例えば、延伸倍率および延伸温度）は、当業
者により適切に選択され得る。
【００２９】
　次いで、前処理シートに照射強度分布を有する光を照射して、遅相軸方向がそれぞれ異
なる複数の領域が形成される。照射強度分布を有する光を照射する方法としては、代表的
には、所定のパターンを有するマスクを介して光を照射する方法が挙げられる。照射光は
、好ましくは直線偏光である。このようにして、それぞれが異なる方向に遅相軸を有する
複数の領域を所定のパターンで有する位相差層を形成することができる。
【００３０】
　なお、光異性化物質を含有する高分子材料を用いる位相差層（位相差フィルム）の詳細
については、特許第３３７２０１６号に記載されており、当該記載は本明細書に参考とし
て援用される。
【００３１】
　位相差層は上記の形態に限られず、本発明の効果が得られる限りにおいて任意の適切な
形態が採用され得る。例えば、ポリビニルアルコールフィルムを面内で選択的に非晶化さ
せて所定のパターン（例えば、１ライン毎に遅相軸方向の異なる領域が交互に配されたス
トライプパターン）を形成した、所定の位相差（例えば、１／２波長の位相差）に対応し
たパターンリターダーフィルム；所定の波長（例えば、１／２波長）の領域が所定のパタ
ーン（例えば、ストライプパターン）で形成された層上に、パターン化されていない所定
の波長（例えば、１／４波長）の位相差層を設けたパターンリターダーフィルム；が位相
差層として用いられ得る。
【００３２】
Ｄ．接着層
　上記接着層は、少なくとも１種のモノマーからなる接着主剤と、該接着主剤の重合反応
を生じさせる少なくとも１種の重合開始剤とを含み、電磁波または粒子線の照射によって
接着力を発現する接着剤組成物から形成される。本発明の位相差層付偏光板は、その接着
層面によって任意の適切な光学部材に貼り合わされて一体化される。
【００３３】
　上記接着主剤の重合後のガラス転移温度は、好ましくは５０℃以上である。ガラス転移
温度が５０℃以上である場合、例えば本発明の位相差層付偏光板が液晶パネルに用いられ
た際にバックライトの熱による偏光子の収縮等の変形を抑えることができる。その結果、
立体画像表示のクロストークや表示ムラが抑制され得る。また、本発明の位相差層付偏光
板が車載用の液晶パネルに用いられる場合には、車内が高温になっても接着性が維持され
得るので、耐熱性が向上し得る。
【００３４】
　上記接着主剤の重合後の屈折率は、接着層を介して貼り合わされる被着体（すなわち、
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上記保護層と光学部材）の屈折率に近いことが好ましく、これらの屈折率の中間であるこ
とがさらに好ましい。このような接着主剤を含む接着剤組成物を用いることによって、接
着層と被着体との界面における反射が減少するので、光の利用効率が向上し、良好な視認
性が得られ得る。
【００３５】
　上記接着主剤を構成するモノマーとしては、ヒドロキシル基、カルボキシル基、シアノ
基、アミノ基、アミド基、カルボン酸エステル基、脂肪族環式炭化水素基、または複素環
基を少なくとも１つ有する光重合性ビニルモノマーが好ましい。偏光板とガラス基板との
接着性を考慮すると、（メタ）アクリロイル基含有モノマーまたはカルボキシル基、シア
ノ基、アミノ基、アミド基、もしくは複素環基を有する光重合性ビニルモノマーが好まし
く、（メタ）アクリロイル基含有モノマーがさらに好ましく、単官能（メタ）アクリロイ
ル基含有モノマーがさらにより好ましく、極性基を有する単官能（メタ）アクリロイル基
含有モノマーが特に好ましい。なお、本明細書において「（メタ）アクリロイル基」とは
、アクリロイル基および／またはメタクリロイル基をいう。
【００３６】
　上記（メタ）アクリロイル基含有モノマーとしては、（メタ）アクリルアミド系モノマ
ー、（メタ）アクリレート系モノマー等が挙げられる。また、複素環基、ヒドロキシル基
、アミノ基等の極性基を有する（メタ）アクリロイル基含有モノマーが挙げられる。
【００３７】
　上記（メタ）アクリルアミド系モノマーとしては、ヒドロキシメチル（メタ）アクリル
アミド、ヒドロキシエチル（メタ）アクリルアミド、ヒドロキシプロピル（メタ）アクリ
ルアミド、ジメチル（メタ）アクリルアミド、ジエチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－メ
チル（メタ）アクリルアミド等が挙げられる。（メタ）アクリルアミド系モノマーは、極
性基を有していること、これにより、例えばガラス基板の表面との水素結合性が向上する
こと、およびガラス転移温度が室温以上のものが多いこと、水により接着力を低下させ得
るのでリサイクルの点で扱いやすいこと、各種有機溶剤を使用することなく接着力を低下
させ得るので環境への負荷が小さいこと等の理由により好ましい。
【００３８】
　上記（メタ）アクリレート系モノマーとしては、ヒドロキシル基、複素環基、脂肪族環
式炭化水素基を有する（メタ）アクリレート系モノマー等が挙げられる。
【００３９】
　上記ヒドロキシル基を有する（メタ）アクリレート系モノマーとしては、ヒドロキシエ
チル（メタ）アクリレート、ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート、ヒドロキシブチ
ル（メタ）アクリレート等が挙げられる。ヒドロキシル基を有する（メタ）アクリレート
系モノマーは、極性基を有していること、これにより、例えばガラス基板の表面との水素
結合性が向上することにより好ましい。
【００４０】
　上記複素環基を有する（メタ）アクリレート系モノマーとしては、グリシジル（メタ）
アクリレート、テトラヒドロフルフリル（メタ）アクリレート等が挙げられる。複素環基
を有する（メタ）アクリレート系モノマーは、極性基を有していること、これにより、例
えばガラス基板の表面との水素結合性が向上することにより好ましい。
【００４１】
　上記脂肪族環式炭化水素基を有する（メタ）アクリレート系モノマーとしては、ジシク
ロペンテニル（メタ）アクリレート、イソボニル（メタ）アクリレート、シクロヘキシル
（メタ）アクリレート等が挙げられる。脂肪族環式炭化水素基を有する（メタ）アクリレ
ート系モノマーは極性基を有していないので、極性基を有していない、または極性の弱い
基材（例えば、シクロオレフィン系基材）との貼り合わせに好適である。
【００４２】
　その他の極性基含有モノマーとしては、アクリロイルモルホリン、アクリル酸、アクリ
ルアミド、アクリロニトリル等が挙げられる。その他の極性基含有モノマーは、極性基を
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有していること、これにより、例えばガラス基板の表面との水素結合性が向上することに
より好ましい。
【００４３】
　上記接着主剤としては、上記モノマーを１種のみ使用してもよく、２種以上組み合わせ
て使用してもよい。また、接着主剤は、上記モノマーを主成分とし、上記以外の他のモノ
マーを副成分として含んでもよい。この場合、上記モノマーが接着主剤に占める比率は５
０モル％より大きいことが好ましい。
【００４４】
　上記接着主剤は、上記接着剤組成物を硬化させる所定の温度環境下において、液体であ
るか、または液体材料に溶解されていてもよい。なお、本明細書においては、液体状態は
粘度の高い液体状態も含む。
【００４５】
　上記重合開始剤としては、目的に応じて任意の適切な重合開始剤が選択され得る。好ま
しくは光重合開始剤が用いられ得る。光重合開始剤を使用することにより、光によって重
合反応を生じさせることができるので、接着剤組成物の接着力および状態の制御が容易に
なるとともに、被着体の劣化や破壊を回避し得る。
【００４６】
　上記光重合開始剤としては、アルキルフェノン系光重合開始剤、アシルフォスフィンオ
キサイド系光重合開始剤、チタノセン系光重合開始剤、カチオン系光重合開始剤等が挙げ
られる。紫外線を用いる光重合開始剤としては、ベンゾイン系光重合開始剤、ベンゾフェ
ノン系光重合開始剤、アントラキノン系光重合開始剤、キサントン系光重合開始剤、チオ
キサントン系光重合開始剤、ケタール系光重合開始剤等が挙げられる。
【００４７】
　上記光重合開始剤の具体例としては、４－（２－ヒドロキシエトキシ）フェニル（２－
ヒドロキシ－２－プロピル）ケトン、α－ヒドロキシ－α，α’－ジメチルアセトフェノ
ン、メトキシアセトフェノン、２，２－ジメトキシ－２－フェニルアセトフェノン、２，
２－ジエトキシアセトフェノン、１－ヒドロキシシクロヘキシルエニルケトン、２－メチ
ル－１－［４－（メチルチオ）－フェニル］－２－モルホリノプロパン－１等のアセトフ
ェノン系化合物、ベンゾインエチルエーテル、ベンゾインイソプロピルエーテル、アニゾ
インメチルエーテル等のベンゾインエーテル系化合物、２－メチル－２－ヒドロキシプロ
ピオフェノン等のα－ケトール系化合物、ベンジルジメチルケタール等のケタール系化合
物、２－ナフタレンスルホニルクロリド等の芳香族スルホニルクロリド系化合物、１－フ
ェノン－１，１－プロパンジオン－２－（ｏ－エトキシカルボニル）オキシム等の光活性
オキシム系化合物、ベンゾフェノン、ベンゾイル安息香酸、３，３’－ジメチル－４－メ
トキシベンゾフェノン、３，３’－４，４’－テトラ（ｔ－ブチルパーオキシカルボニル
）ベンゾフェノン等のベンゾフェノン系化合物等が挙げられる。
【００４８】
　上記光重合開始剤としては、その光吸収波長が本発明の位相差層付偏光板の各構成材料
および該偏光板が貼り合わされる光学部材のいずれか一方を透過する波長であるものが好
ましい。また、光重合開始剤は、光によって反応した後において、可視光領域に吸収が無
いか、または可視光領域の吸光度が低いものが好ましい。例えば、本発明の位相差層付偏
光板が液晶表示装置に用いられる場合、視認時の色相に影響しないように、バックライト
の輝線のピークである４４０ｎｍ付近、５３０ｎｍ付近、６１０ｎｍ付近の波長の光の吸
収が無いか、または吸光度が低いことが好ましい。
【００４９】
　上記接着剤組成物中の重合開始剤の含有量は、反応の進行速度等を考慮して適切な量に
設定され得る。具体例としては、接着主剤としてヒドロキシエチルアクリルアミド（ＨＥ
ＡＡ）を用い、重合開始剤としてアシルホスフォンオキサイド系光重合開始剤を用いた場
合、接着剤組成物は、ＨＥＡＡ１００部に対して重合開始剤を０．３～３部含有すること
が好ましい。



(13) JP 5795193 B2 2015.10.14

10

20

30

40

50

【００５０】
　上記接着剤組成物は、目的に応じて任意の適切な添加剤をさらに含み得る。添加剤とし
ては、各種のＳｉカップリング剤、架橋剤、重合禁止剤、光増感剤、導電性材料、複屈折
を有する微粒子、界面活性剤、および硬化剤等が挙げられる。
【００５１】
　上記硬化剤の具体例としては、フェノール樹脂、各種イミダゾール系化合物およびその
誘導体、ヒドラジド化合物、ジシアンジアミド、イソシアネート系化合物、およびこれら
をマイクロカプセル化したもの等が挙げられる。例えば、硬化剤としてフェノール樹脂が
添加された場合は、さらに硬化促進剤としてトリフェニルフォスフィン等のリン系化合物
等を併用することもできる。
【００５２】
　上記照射される電磁波または粒子線は、好ましくは紫外線または紫外線近傍の波長の電
磁波である。可視光線を用いると、周辺光の影響で重合反応が進む場合があり、反応の制
御が難しくなること、重合開始剤の残渣による可視光の吸収が残り、接着剤組成物が着色
する可能性があること等の問題がある。赤外線を用いると、熱によって重合反応が進行し
、反応の制御が難しくなる等の問題がある。
【００５３】
　第一の実施形態においては、上記接着剤組成物は、所定の温度環境下において該接着剤
組成物に対して照射される電磁波または粒子線の照射量の増加に伴い、その接着力が極大
値、極小値、該極大値より大きい値をとるように変化する。
【００５４】
　なお、本明細書において、所定の温度環境とは、接着剤組成物に与えられる熱量と接着
剤組成物の重合反応によって生じる熱量との和から、接着剤組成物からの散逸熱量を差し
引いた熱量が、所定の熱量以上となる状態を、少なくとも所定の時間だけ維持できるよう
な温度環境をいう。したがって、所定の温度環境下といった場合には、接着剤組成物を所
定の温度で一定時間加熱できる環境に置くことを意味し、加熱温度および加熱環境が考慮
されている。例えば、接着剤組成物を介して２つの被着体を貼り合わせた積層体が、熱の
散逸がある開放系において加熱される場合に、接着力が極大値および極小値をとるように
変化するためには、熱の散逸がない閉鎖系で加熱される場合と比べて高い温度で一定時間
加熱する必要がある。所定の温度環境下においた場合の接着剤組成物の温度は、該接着剤
組成物のガラス転移点近くかまたはそれ以上の温度となることが必要である。
【００５５】
　また、本明細書において、電磁波または粒子線の照射強度および照射量というときは、
被着体と接着剤組成物との積層体に対する電磁波または粒子線の照射強度および照射量（
すなわち、照射源と積層体との間で測定される電磁波または粒子線の照射強度または照射
量。以下、「実測照射強度および照射量」という）を意味する。したがって、電磁波また
は粒子線が被着体を通って接着剤組成物に到達する場合、実測照射強度および照射量は、
接着剤組成物自体に対する実際の電磁波または粒子線の照射強度および照射量（以下、「
理論照射強度および照射量」という）と異なる。例えば、日東電工製の偏光板（ＶＥＧＱ
５７２４ＤＵ）の４００ｎｍの波長の光の透過率は約３０％であるため、この偏光板を通
して接着剤組成物に吸収される光の強度および量（理論照射強度および照射量）は、光源
の照射強度および照射量（実測照射強度および照射量）の約３０％となる。
【００５６】
　上記第一の実施形態によれば、上記接着剤組成物が所定の時間にわたって所定の温度に
維持されるように温度環境を制御するとともに、従来の接着剤において接着力を発現させ
るのに用いられてきた照射強度と比較してより低い強度の電磁波または粒子線を照射する
ことによって、該接着剤組成物を介して被着体同士を貼り合わせるための接着力と該接着
剤組成物の状態とを制御することが可能である。以下に詳述する。
【００５７】
　上記接着剤組成物の層（すなわち、接着層）を介して被着体１と被着体１’と（すなわ
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ち、上記保護層と光学部材と）を貼り合わせる接着力Ｆは、以下のｆ１、ｆ１’、ｆ２、
ｆ３、およびｆ３’のうち最小の力と定義される。
　　界面接着力ｆ１、ｆ１’：被着体１または被着体１’と接着剤組成物の層とを結合さ
せる力
　　接着剤組成物凝集力ｆ２：接着剤組成物の層内部において接着剤組成物の分子間に働
く力
　　被着体凝集力ｆ３、ｆ３’：被着体１および被着体１’の内部で分子間に働く力
【００５８】
　被着体１および被着体１’、接着剤組成物の層、並びに被着体１、１’と接着剤組成物
の層との界面のうち、接着状態がどの部分で破壊されるかということは、ｆ１、ｆ１’、
ｆ２、ｆ３、ｆ３’の大小関係で決まる。被着体１と被着体１’との接着状態は、これら
の力が最小の部分で破壊される。破壊は、力の強さによって、被着体１、１’の凝集破壊
、被着体１、１’－接着剤組成物の層の界面破壊、接着剤組成物の層の凝集破壊、これら
の混合破壊等に分けられる。一般に、接着力自体を測定することは困難であるため、剥離
力が接着力として評価される。剥離力は、剥離時に接着剤組成物の層が塑性変形するのに
要した力と、界面接着力ｆ１、ｆ１’のうちの小さい方の力を含む値となる。
【００５９】
（液体状態）
　上記接着剤組成物の層は、従来の接着剤と同様に、電磁波または粒子線が未照射で少な
くとも第１の所定の温度環境下のときには流動性のある液体状態である。この状態のとき
には、接着力Ｆは極めて低く、接着剤組成物の層を介して貼り合わされた２つの被着体１
、１’は、貼り合わせ位置が容易にずれる可能性がある。このときには、凝集力ｆ２は、
ｆ１、ｆ１’、ｆ３、ｆ３’と比べて極めて小さい。
【００６０】
（粘着剤様状態）
　第１の所定の温度環境下で上記接着剤組成物の層に適切な強度の電磁波または粒子線を
照射すると、接着力Ｆは、電磁波または粒子線の照射量に応じて大きくなる（すなわち、
凝集力ｆ２が大きくなる）。さらに照射量を多くすると、接着力Ｆは、極大値に達した後
、小さくなるように変化する。照射量に応じて接着力Ｆが極大値を含む所定の範囲内の値
をとるときの接着剤組成物の層の状態は、従来の粘着剤と類似した状態、すなわち、完全
硬化しておらず、高粘度で低弾性率の粘弾性体の状態である。このような状態にあるとき
には、接着剤組成物の層は、圧力によって接着力を発現し、該層を介して貼り合わされた
２つの被着体１、１’のずれが生じにくいので、貼り合わせの際の位置ずれの発生を抑制
することができる。このときには、凝集力ｆ２は、貼り合わせ時のせん断方向の力でずれ
ないだけの大きさを有する。
【００６１】
　接着力Ｆが極大値を含む所定の範囲内の値をとるときに２つの被着体１、１’の間に剥
離力を及ぼした場合には、接着剤組成物の層は伸びるように変形し、剥離力が界面接着力
ｆ１またはｆ１’と該層を変形させるのに必要な力（粘弾性体の状態となった接着剤組成
物の層の塑性変形に要した力）との和を上回ったときに、被着体１または１’の一方と該
層とが剥離する。該剥離が被着体１と該層との界面で生じるか、被着体１’と該層との界
面で生じるかは、ｆ１とｆ１’の大きさによって決まる。また、このときには、ｆ２はｆ
１、ｆ１’より大きいため、該層の凝集破壊を防止できる。被着体１または１’の一方と
該層とを剥離した場合には、該層は従来の粘着剤と類似の状態であるので、両者を再接着
することも可能である。
【００６２】
　本明細書においては、上記のように圧力によって接着力Ｆが発現する粘弾性体となった
ときの接着剤組成物の状態を粘着剤様状態という。この状態のときには、接着力Ｆは、極
大値を最大とする所定の範囲の値をとる。接着剤組成物が粘着剤様状態を示すときの接着
力Ｆの極大値の値および極大値を含む所定の範囲は、接着主剤の種類、重合開始剤の種類
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および添加量、電磁波または粒子線の照射強度および波長、温度環境等の条件によって異
なる。
【００６３】
（軽剥離状態）
　接着力Ｆが極大値を経た後、第１の所定の温度環境下において上記接着剤組成物の層に
適切な強度の電磁波または粒子線をさらに照射すると、接着力Ｆは、電磁波または粒子線
の照射量の増加に伴って極小値に達した後、再び大きくなるように変化する。照射量に応
じて接着力Ｆが極小値を含む所定の範囲内の値をとるときの該層は、粘着剤様状態のとき
より硬化した状態であるが、完全硬化には至っていない。該層がこのような状態にあると
きには、２つの被着体１、１’と該層とを小さい力で容易に剥離することが可能である。
したがって、被着体に損傷を与えることなく、貼り合わされた２つの被着体１、１’を剥
離することができる。このときには、凝集力ｆ２は粘着剤様状態のときよりさらに大きく
なり、界面接着力ｆ１またはｆ１’のいずれかは、ｆ２と比べて極めて小さくなると考え
られる。該層は硬化して接着力Ｆが極めて小さい状態であり、被着体への接着剤組成物の
濡れ広がりがほとんどないので、被着体１または１’と該層とを剥離した後は、少なくと
も製品として貼り合わせた状態を維持し得る接着力で両者を再接着することは不可能であ
る。
【００６４】
　本明細書においては、上記のように被着体１、１’の少なくとも一方と上記接着剤組成
物の層とを、被着体に損傷を与えることなく両者の界面で剥離することができる程度の硬
化状態を示すときの接着剤組成物の状態を軽剥離状態という。この状態のときには、接着
力Ｆは、極小値を最小値とする所定の範囲の値をとる。ここで、「被着体に損傷を与える
ことなく両者の界面で剥離することができる」とは、接着剤組成物の層および被着体の凝
集破壊を生じることなく接着剤組成物の層と被着体とが両者の界面で剥離される場合だけ
でなく、剥離後に被着体に接着剤組成物の一部が残留した状態で接着剤組成物の層と被着
体とが両者の界面で剥離される場合も含む。接着剤組成物が軽剥離状態を示すときの接着
力Ｆの極小値の値および極小値を含む所定の範囲は、接着主剤の種類、重合開始剤の種類
および添加量、電磁波または粒子線の照射強度および波長、温度環境等の条件によって異
なる。
【００６５】
（強接着状態）
　接着力Ｆが極小値を経て大きくなった後、第１の所定の温度環境下において上記接着剤
組成物の層に適切な強度の電磁波または粒子線をさらに照射し続けると、電磁波または粒
子線の照射量の増加に伴って接着力Ｆは大きくなり、最終的には少なくとも極大値よりも
大きい値に達する。このときには、該層は、接着主剤の重合反応がほぼ終了して上記軽剥
離状態のときの硬化状態と同じかまたはそれより進んだ硬化状態となっており、２つの被
着体１、１’は該層を介して強固に接着された状態となる。このときには、凝集力ｆ２は
、軽剥離状態のときのｆ２と同じかまたはそれより大きく、界面接着力ｆ１およびｆ１’
は粘着剤様状態のときのｆ２より大きい。少なくともこの時点では、２つの被着体１、１
’は剥離することができず、無理に剥離しようとした場合には、ｆ２、ｆ３、およびｆ３
’の大小関係に応じて、被着体１もしくは１’の内部または該層の内部のいずれかにおい
て凝集破壊が生じる。
【００６６】
　本明細書においては、上記のように軽剥離状態のときの硬化状態と同じかまたはそれよ
り進んだ硬化状態を示すときの接着剤組成物の状態を強接着状態という。この状態のとき
には、接着力Ｆは極大値よりも大きい値をとる。接着剤組成物が強接着状態を示すときの
接着力Ｆの最小値（すなわち、極大値より大きい範囲における最小の値）は、接着主剤の
種類、重合開始剤の種類および添加量、電磁波または粒子線の照射強度および波長、温度
環境等の条件によって異なる。
【００６７】
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　上記のとおり、上記接着剤組成物は、所定の温度環境下において、従来の接着剤を用い
る際の強度と比べて低い強度の電磁波または粒子線を照射することによって、接着力Ｆの
値が、電磁波または粒子線の照射量の増加に応じて、図３に示されるように変化する。す
なわち、接着力Ｆは、電磁波または粒子線の照射量の増加に応じて、極大値を経て極小値
をとり、その後、少なくとも極大値より大きい値となるように変化し得る。本明細書にお
いては、上記接着剤組成物の接着力Ｆを図３に示されるように変化させることが可能な電
磁波または粒子線の照射強度の最大値を、「限界照射強度」という。限界照射強度より大
きい強度の電磁波または粒子線が照射された場合には、接着力Ｆは図４に示されるように
極大値および極小値をとることなく変化する。限界照射強度は、接着主剤の種類、重合開
始剤の種類および添加量、温度環境、照射光の波長等の条件によって異なる。限界照射強
度は、例えば、後述の製造例２のようにして決定することができる。
【００６８】
　これに対して、従来の接着剤は、接着力Ｆの値が、図４に示されるように電磁波または
粒子線の照射量の増加によって極大値および極小値をとることなく大きくなるように変化
する。すなわち、従来の接着剤は、電磁波または粒子線の照射量の増加によって粘着剤様
状態を経て直接強接着状態となり、上記接着剤組成物のように接着力が極大値に達した後
、低下して、被着体同士を容易に剥離することができる状態を経過しない。
【００６９】
　上記第一の実施形態においては、電磁波または粒子線の照射強度および／または接着剤
組成物が置かれる温度環境を変化させることによって、接着力Ｆおよび接着剤組成物の状
態の変化速度を速めることができる。具体的には、電磁波または粒子線の照射強度を限界
照射強度よりも低い範囲で大きくすると、接着力Ｆが極大値に達するまでに要する時間（
または、接着剤組成物が粘着剤様状態となるまでの時間）、極大値から極小値に変化する
のに要する時間（または、接着剤組成物が軽剥離状態となるまでの時間）、および極小値
から最大値（または、極大値より大きい値）に変化するのに要する時間（または、接着剤
組成物が強接着状態となるまでの時間）が短縮され得る。例えば、電磁波または粒子線の
照射強度を２倍にすることによって、約半分の時間で接着力Ｆを極大値（このときの接着
剤組成物は粘着剤様状態である）、次いで、極小値（このときの接着剤組成物は軽剥離状
態である）を経て最大値（または、極大値より大きい値：このときの接着剤組成物は強接
着状態である）まで変化させることができる。同様に、接着剤組成物が置かれる温度環境
を変化させて電磁波または粒子線が照射されて重合反応が進行している間の接着剤組成物
の温度を高くすることによって、これらの時間が短縮され得る。
【００７０】
　第二の実施形態においては、上記接着剤組成物は、所定の温度環境下において該接着剤
組成物に対して照射される電磁波または粒子線の照射量の増加に伴い、その接着力が極大
値を経て極小値をとるように変化し、該接着力が該極小値をとった後、該所定の温度環境
下より温度が高い温度環境下にさらに保持されることにより、該接着力が該極大値より大
きい値をとるように変化する。
【００７１】
　上記第二の実施形態においては、温度環境を途中で変えることによって、電磁波または
粒子線を照射することなくその後の接着剤組成物の接着力Ｆおよび状態を変化させること
ができる。例えば、第１の所定の温度環境下における電磁波または粒子線の照射によって
接着力Ｆが極大値を経て極小値をとった後、接着剤組成物を第１の所定の温度環境より温
度が高い第２の所定の温度環境下において所定の時間以上にわたって保持することによっ
て、接着力Ｆを極小値から極大値より大きな値に変化させることができる。なお、第１の
所定の温度環境下における電磁波または粒子線の照射によって接着力Ｆが極大値をとった
後、接着剤組成物を第１の所定の温度環境より温度が高い第２の所定の温度環境下におい
て所定の時間以上にわたって保持すると、接着力Ｆは極大値から極大値より大きな値に直
接変化し得る。いずれの場合においても、接着剤組成物の温度は、そのガラス転移点近く
かまたはそれ以上の温度となることが必要である。
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【００７２】
　第２の所定の温度環境を第１の所定の温度環境よりも高い温度にする理由は以下のよう
に考えられる。すなわち、接着力Ｆが極小値の状態（軽剥離状態）のときには、接着剤組
成物の硬化反応はほぼ終了しており、この状態の接着剤組成物にさらに電磁波または粒子
線を照射しても硬化反応はあまり進まない。しかしながら、接着剤組成物の温度をガラス
転移温度またはその付近まで上げることによって、被着体と接着剤組成物との界面の応力
が緩和され、その結果、接着力Ｆが上昇する。ここで、電磁波または粒子線を照射しない
状態で、すなわち、電磁波または粒子線を吸収することによる発熱や輻射熱の影響がない
状態で、接着剤組成物の温度を上げるためには、第２の所定の温度環境を、電磁波または
粒子線を照射していた第１の所定の温度環境よりも高い温度にする必要がある。
【００７３】
　上記第一および第二の実施形態において、上記接着剤組成物は、電磁波または粒子線の
照射が停止された場合に、該停止した時点の状態および接着力を維持し得る。また、照射
の再開および／または置かれる温度環境によってその状態および接着力がさらに変化し得
る。したがって、該接着剤組成物から形成される接着層は、上記液体状態、粘着剤様状態
、軽剥離状態、または強接着状態のいずれかであり得る。
【００７４】
　上記接着層は、高い弾性率を有し得る。強接着状態の接着層の２０℃における引っ張り
弾性率は、例えば、２×１０８Ｐａ～８×１０１０Ｐａ、好ましくは４×１０８Ｐａ～４
×１０１０Ｐａであり得る。このような弾性率を有することにより、偏光子の収縮等によ
る寸法変化が抑制され得、その結果、立体画像表示のクロストークが好適に低減され得る
。また、後述の実施例のヒートショック試験で示すように、加熱および冷却による偏光子
の膨張および収縮が抑制され得るので、偏光子にクラックが発生し難くなり、偏光子の耐
久性が向上し得る。さらに、このような弾性率を有することにより、反発力が強くなる。
よって、本発明の位相差層付偏光板を接着層面で液晶セルに貼り合わせた場合、偏光板の
表面に力が加わっても偏光板自体の変形が抑制され得、その結果、偏光板表面の凹みや破
壊が防止され得る。
【００７５】
　上記接着層は、高いガラス転移温度（Ｔｇ）を有することが好ましい。該ガラス転移温
度は、好ましくは５０℃以上である。このようなガラス転移温度を有することにより、偏
光子の収縮等による変形が抑制され得、その結果、立体画像表示のクロストークが好適に
低減され得る。
【００７６】
　上記接着層の厚みは、目的に応じて適切に設定され得る。厚みは、好ましくは２μｍ～
４０μｍであり、さらに好ましくは２μｍ～３０μｍであり、特に好ましくは５μｍ～２
５μｍである。このような範囲内に厚みを設定することにより、適切な接着性を有する接
着層を得ることができる。また、偏光子の収縮を抑えてクロストークを低減することがで
きる。
【００７７】
Ｅ．その他
　本発明の位相差層付偏光板においては、上記位相差層の視認側に、目的に応じて任意の
適切な表面処理層を形成してもよい。表面処理層の代表例としては、アンチグレア層、反
射防止層およびハードコート層が挙げられる。また、本発明の位相差層付偏光板は、目的
に応じて接着層の保護層が設けられない側に剥離ライナーをさらに有していてもよい。
【００７８】
　アンチグレア層は、画像表示装置の表面で外光が反射することによる透過光の視認性低
下の防止等を目的として設けられる。アンチグレア層は、形成されるフィルム表面に微細
凹凸構造を付与することにより形成することができる。アンチグレア層を形成する材料と
しては、代表的には、透明樹脂が挙げられる。具体例としては、イソシアヌル酸トリアク
リレート、ペンタエリスリトールトリアクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサアク
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リレートのようなアクリル系樹脂、イソホロンジイソシアネートポリウレタンのようなウ
レタン系樹脂を含有する紫外線硬化型樹脂が挙げられる。微細凹凸構造の付与は、任意の
適切な方式で行われる。代表例としては、粗面化（例えば、サンドブラスト、エンボス加
工）、微粒子の配合が挙げられる。微粒子を用いる場合、当該微粒子としては、目的に応
じて任意の適切な微粒子が採用され得る。好ましくは、透明微粒子である。具体的には、
微粒子は、無機系微粒子（例えば、導電性であり得るシリカ、アルミナ、チタニア、ジル
コニア、酸化スズ、酸化インジウム、酸化カドミウムまたは酸化アンチモン微粒子）であ
ってもよく、有機系微粒子（例えば、架橋または未架橋のポリマー微粒子）であってもよ
い。微粒子の平均粒径は、好ましくは０．５μｍ～２０μｍである。微粒子の配合量は、
透明樹脂１００重量部に対して、好ましくは２重量部～７０重量部であり、より好ましく
は５重量部～５０重量部である。
【００７９】
　ハードコート層は、画像表示装置の表面に配置される偏光板等の表面の傷付き防止等を
目的として設けられる。ハードコート層は、適切な硬度および滑り性を有する硬化膜で構
成される。ハードコート層を形成する材料としては、上記アンチグレア層を形成するアク
リル系樹脂、ウレタン系樹脂に加えて、シリコーン系樹脂が挙げられる。
【００８０】
　反射防止層は、画像表示装置の表面での外光の反射防止を目的として設けられる。反射
防止層としては、当業界で通常用いられている反射防止層が採用され得る。
【００８１】
　剥離ライナーは、利用に供されるまでの間、代表的には粘着剤様状態の接着層表面を保
護することを目的として設けられる。剥離ライナーとしては、粘着剤様状態の接着層と良
好に剥離し得る限りにおいて任意の適切な剥離ライナーが採用され得る。具体例としては
、シリコーン系剥離剤で処理されたポリエチレンテレフタレートフィルムが挙げられる。
【００８２】
Ｆ．位相差層付偏光板の製造方法
　上記位相差層付偏光板は上記各構成部材を積層することによって製造され得る。積層方
法としては、任意の適切な方法を採用し得る。１つの実施形態においては、まず、上記偏
光子の一方の側に保護層を積層し、他方の側に位相差層を積層することにより、積層体を
作製する。このとき、積層の順序は問わない。また、各層は、任意の適切な接着剤層また
は粘着剤層を介して積層される。次いで、得られた積層体の保護層が配置された側に接着
層を積層する。本発明の位相差層付偏光板の使用形態を考慮すると、積層された接着層は
液体状態または粘着剤様状態であることが好ましく、粘着剤様状態であることがさらに好
ましい。
【００８３】
　上記積層体の保護層が配置された側に粘着剤様状態の接着層を積層する方法としては、
任意の適切な方法を採用し得る。この場合、該積層体に接着層を積層する工程および接着
層を粘着剤様状態にする工程は、方法および順序を問わない。例えば、該積層体の保護層
表面に液体状態の上記接着剤組成物を塗布し、適切な条件で、例えば、所定の温度環境下
において、限界照射強度よりも低い強度の電磁波または粒子線を照射して粘着剤様状態に
する方法が挙げられる。
【００８４】
　別の方法としては、剥離ライナー上に液体状態の上記接着剤組成物を塗布し、適切な条
件で電磁波または粒子線を照射して粘着剤様状態にし、次いで、粘着剤様状態の接着剤組
成物を上記積層体の保護層表面に転写する方法、および、剥離ライナー上に液体状態の上
記接着剤組成物を塗布し、該剥離ライナーを粘接着組成物の層を介して上記積層体の保護
層表面に積層し、次いで、適切な条件で電磁波または粒子線を照射して接着剤組成物を粘
着剤様状態にする方法が挙げられる。
【００８５】
　また、剥離ライナー上に液体状態の上記接着剤組成物を塗布し、適切な条件で電磁波ま
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たは粒子線を照射して粘着剤様状態にし；次いで、粘着剤様状態の接着剤組成物の剥離ラ
イナーが設けられていない側に別の剥離ライナーを貼り合わせ；その後、いずれか一方の
剥離ライナーを剥離して、粘着剤様状態の接着剤組成物を上記積層体の保護層表面に転写
してもよい。あるいは、剥離ライナー上に液体状態の上記接着剤組成物を塗布して、該接
着剤組成物の上に別の剥離ライナーを積層し；次いで、適切な条件で電磁波または粒子線
を照射して接着剤組成物を粘着剤様状態にし；その後、いずれか一方の剥離ライナーを剥
離して、粘着剤様状態の接着剤組成物を上記積層体の保護層表面に転写してもよい。
【００８６】
　上記製造方法においては、例えば、上記接着剤組成物を粘着剤様状態にした後、遮光等
により電磁波または粒子線がそれ以上該接着剤組成物に照射されないようにし、所定の温
度環境よりも温度の低い環境を維持することによって、接着層を粘着剤様状態のまま一定
期間維持し得る。
【００８７】
Ｇ．位相差層付偏光板の使用方法
　本発明の位相差層付偏光板は、接着層によって任意の適切な光学部材に貼り合わされて
使用される。貼り合わせ方法としては、以下のような方法が可能である。すなわち、（工
程１）電磁波または粒子線の照射によって粘着剤様状態とされた接着層によって位相差層
付偏光板を光学部材に貼り合わせて仮接着すること、（工程２）貼り合わせの修正が必要
かどうかを検査すること、（工程３）貼り合わせの修正が不要の場合には接着層を強接着
状態にして位相差層付偏光板と光学部材とを完全接着すること、（工程４）貼り合わせの
修正が必要な場合には接着層を軽剥離状態にして位相差層付偏光板と光学部材とを剥離す
ることを含む方法である。このような方法によれば、（工程４）の剥離時に光学部材に損
傷を与えないので、該光学部材を再利用することができる。本発明の位相差層付偏光板が
貼り合わされる光学部材としては、例えば、液晶セルが挙げられる。
【００８８】
　（工程１）の仮接着においては、接着層が粘着剤様状態であり、圧力によって接着力を
発現するので、上記位相差層付偏光板と上記光学部材とを圧力によって貼り合わせること
ができる。
【００８９】
　（工程２）においては、上記貼り合わせの位置ずれ、異物や気泡のかみ込み等の発生の
有無を確認する。
【００９０】
　（工程３）において、接着層を強接着状態にする方法としては、好ましくは以下の方法
が挙げられる。例えば、粘着剤様状態である接着層に対して、所定の温度環境下で、軽剥
離状態にするために必要な量よりも多くの量の電磁波または粒子線を限界照射強度よりも
低い強度でさらに照射する方法；　粘着剤様状態である接着層に対して、所定の温度環境
下で、限界照射強度よりも低い強度の電磁波または粒子線をさらに照射して軽剥離状態に
し、次いで、該所定の温度環境よりも高い温度の温度環境下において所定の時間以上保持
する方法；　および、上記位相差層付偏光板と上記光学部材との積層体を（工程１）の電
磁波または粒子線の照射時の温度環境よりも高い温度の温度環境下において所定の時間以
上保持する方法である。
【００９１】
　（工程４）において、接着層を軽剥離状態にする方法としては、好ましくは以下の方法
が挙げられる。例えば、粘着剤様状態である接着層に対して、所定の温度環境下で、粘着
剤様状態にするために必要な量よりも多くの量の電磁波または粒子線を限界照射強度より
も低い強度でさらに照射する方法である。
【００９２】
　本発明の位相差層付偏光板は、接着層を強接着状態にして目的の光学部材と完全接着さ
れた後において、該位相差層付偏光板と該光学部材との積層体を水に浸漬することによっ
て、該光学部材から容易に剥離され得る。これは、接着層を形成する接着剤組成物が水へ
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の浸漬によって膨潤し、界面接着力ｆ１、ｆ１’、接着剤組成物凝集力ｆ２のいずれかが
小さくなり、接着剤組成物の接着力Ｆが小さくなるためであると考えられる。このときの
接着力Ｆは、少なくとも上記極大値よりも小さい。したがって、本発明の位相差層付偏光
板によれば、例えば、液晶テレビのリサイクル時に液晶セルから容易に剥離することがで
きるので、環境負荷およびリサイクルコストを軽減することが可能となる。浸漬する水の
温度は限定されない。水温が高い場合には、より短時間で接着力が低下して剥離可能とな
る。
【００９３】
Ｈ．液晶パネル
　本発明の液晶パネルは、上記位相差層付偏光板を有する。好ましくは、本発明の液晶パ
ネルは、液晶セルと、液晶セルの視認側に配置された上記位相差層付偏光板とを有する。
【００９４】
　図５は、本発明の好ましい実施形態による液晶パネルの概略断面図である。液晶パネル
２００は、液晶セル５０と、液晶セル５０の視認側に配置された上記位相差層付偏光板１
００と、液晶セル５０のバックライト側に配置された偏光板１０’とを備える。位相差層
付偏光板１００は、その位相差層３０が偏光板１０よりも視認側となるように配置されて
いる。また、偏光板１０’は、偏光子１１’と、液晶セル５０と偏光子１１’との間に配
置される保護層２１’および／または偏光子１１’のバックライト側に配置される保護層
２２’とを備え得る。保護層２１’、２２’としては、上記保護層と同様のフィルムを採
用し得る。図示しないが、液晶パネル２００は、液晶セル５０と位相差層付偏光板１００
との間および／または液晶セル５０と偏光板１０’との間に配置される、任意の適切な他
の位相差層を備え得る。
【００９５】
　上記液晶セル５０は、一対の基板５１、５１’と、基板５１、５１’間に挟持された表
示媒体としての液晶層５２とを有する。一方の基板（カラーフィルター基板）には、カラ
ーフィルターおよびブラックマトリクス（いずれも図示せず）が設けられている。他方の
基板（アクティブマトリクス基板）には、液晶の電気光学特性を制御するスイッチング素
子（代表的にはＴＦＴ）（図示せず）と、このスイッチング素子にゲート信号を与える走
査線（図示せず）およびソース信号を与える信号線（図示せず）と、画素電極（図示せず
）とが設けられている。なお、カラーフィルターは、アクティブマトリクス基板側に設け
てもよい。上記基板５１、５１’の間隔（セルギャップ）は、スペーサー（図示せず）に
よって制御されている。上記基板５１、５１’の液晶層５２と接する側には、例えば、ポ
リイミドからなる配向膜（図示せず）が設けられている。
【００９６】
　上記液晶パネルの各構成部材の積層方法としては、任意の適切な方法を採用し得る。位
相差層付偏光板と液晶セルとを積層する場合、位相差層付偏光板の接着層を液晶セルの視
認側の基板表面に貼り合わせて積層する。貼り合わせ方法としては、（工程１）電磁波ま
たは粒子線の照射によって粘着剤様状態とされた接着層によって位相差層付偏光板を液晶
セルの視認側の基板に貼り合わせて仮接着すること、（工程２）貼り合わせの修正が必要
かどうかを検査すること、（工程３）貼り合わせの修正が不要の場合には接着層を強接着
状態にして位相差層付偏光板と液晶セルとを完全接着すること、（工程４）貼り合わせの
修正が必要な場合には接着層を軽剥離状態にして位相差層付偏光板と液晶セルとを剥離す
ることを含む方法が好ましく例示され得る。このような方法によれば、貼り合わせ時の位
置ずれを防止し得る。さらに、貼り合わせの修正が必要な場合であっても、液晶セルに損
傷を与えることなく容易に剥離し得るので、液晶セルの再利用の点で有利である。
【００９７】
　上記Ｇ項で記載したとおり、強接着状態の接着層は、水への浸漬によりその接着力が大
幅に低下する。したがって、上記液晶パネルにおいて、位相差層付偏光板と液晶セルとが
完全接着されている状態であっても、該液晶パネルを水に浸漬することにより、両者を容
易に剥離することができる。これにより、液晶パネルが廃棄される際に、使用されている
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レアメタルの回収や位相差板の除去等が容易になるので、リサイクルの点で有利である。
【００９８】
　また、強接着状態の接着層は、従来の粘着剤層に比べて高い弾性率を有するので、偏光
子および偏光板の変形が防止され得る。したがって、上記液晶パネルを用いた液晶表示装
置においては立体画像表示のクロストークが好適に低減され得、また、偏光板表面に力が
加えられた場合に、凹みの発生や破壊が防止され得る。
【実施例】
【００９９】
　以下、実施例によって本発明を具体的に説明するが、本発明はこれら実施例によって限
定されるものではない。また、実施例において、特に明記しない限り、「部」および「％
」は重量基準である。各測定方法は以下の通りである。
【０１００】
（１）光の照射強度の測定
　光の照射強度（実測照射強度）は、測定器（アイグラフィック製、ＥＹＥ　ＵＶ　ＭＥ
ＴＥＲ　ＵＶＰＦ－Ａ１）を用いて照射源と被照射物との間で測定した。
（２）接着力の測定
　引張試験機（島津製作所製、オートグラフ、ＡＧ－ＩＳ）を用いて、引張速度３００ｍ
ｍ／分の条件で、室温（２５℃）における１８０度ピール値（剥離）を測定し、これを接
着力とした。
（３）弾性率の測定
　ＴＡインスツルメンツ製固体粘弾性装置ＲＳＡＩＩＩを用い、サンプルを短冊状にして
引っ張り応力をかけて弾性率を測定した。測定条件は以下のとおりである。
　変形モード：引っ張り
　周波数：１Ｈｚ
　初期ひずみ：０．１％
　温度：－６０℃～３００℃
【０１０１】
［製造例１］
　Ｎ－（２－ヒドロキシエチル）アクリルアミドモノマー（興人製）１００部に光重合開
始剤（チバジャパン製、Ｉｒｇａｃｕｒｅ８１９）１部を添加して溶解することにより、
接着剤組成物を調製した。溶解速度を速めるために５０℃で加熱しながら超音波をかけて
溶解した。得られた接着剤組成物のＴｇは、９８℃であった。ここで、下記で用いる偏光
板（日東電工製、ＶＥＧＱ５７２４ＤＵ）の保護フィルムには、紫外線吸収剤が添加され
たＴＡＣが用いられているため、３８０ｎｍ以下の波長の光は偏光板をほとんど透過しな
い。したがって、上記光重合開始剤として、４００ｎｍ付近の可視光にも吸収のあるＩｒ
ｇａｃｕｒｅ８１９を選択した。
【０１０２】
　上記接着剤組成物１ｍＬをスポイトで板ガラス上に垂らし、その上から偏光板（日東電
工製、ＶＥＧＱ５７２４ＤＵ）を重ね合わせ、ハンドローラーで偏光板を押さえて偏光板
と板ガラスとを貼り合わせた。接着剤組成物の厚みは、１０μｍとなるようにした。板ガ
ラスのサイズは１５０ｍｍ×５０ｍｍ、偏光板のサイズは１４０ｍｍ×４０ｍｍとした。
【０１０３】
　７０℃に加熱したホットプレート（ＡＳ　ＯＮＥ製、ＨＨＰ－４１１）上に偏光板を貼
り合わせた板ガラスをガラス面を下にして置き、紫外線照射機（アイグラフィックス製、
ＵＢＸ０８０１－０１　出力８ｋＷ（高圧水銀ランプ））によって偏光板側から光を照射
した。偏光板やガラスの温度が必要以上に加熱されるのを防ぐため、紫外線の照射源と偏
光板との間に熱線カットフィルターを装着した。
【０１０４】
　光の照射強度は、波長４０５ｎｍにおける実測照射強度が７ｍＷ／ｃｍ２になるように
調整した。上記偏光板を通って接着剤組成物に到達する光の照射強度（理論照射強度）は
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、実測照射強度の約３０％である。したがって、接着剤組成物への照射強度（理論照射強
度）は、理論上、７ｍＷ／ｃｍ２×３０％＝約２ｍＷ／ｃｍ２になると考えられる。実測
照射強度と理論照射強度との関係については、以下の実施例・製造例等においても同様で
ある。
【０１０５】
（１）粘着剤様状態
　液体状態の接着剤組成物に偏光板側から光を２秒間照射することによって、接着剤組成
物が粘着剤様状態になった。粘着剤様状態は、照射開始から５秒、粘着剤様状態の開始か
ら３秒経過するまで継続した。粘着剤様状態の開始から終了までの光の実測照射量は１５
～３５ｍＪ／ｃｍ２であった。接着力の極大値は１２Ｎ／２５ｍｍであった。また、接着
力が極大値の時のモノマーの反応率は約５７％であった。
【０１０６】
（２）軽剥離状態
　粘着剤様状態になった接着剤組成物に偏光板側から光を３秒以上照射することによって
、接着剤組成物が軽剥離状態となった。軽剥離状態は、照射開始から（すなわち、液体状
態から）２１秒、軽剥離状態の開始から１６秒経過するまで継続した。軽剥離状態の開始
から終了までの光の実測照射量は３５～１５０ｍＪ／ｃｍ２であった。接着力の極小値は
０．５Ｎ／２５ｍｍであった。また、接着力が極小値の時のモノマーの反応率は約８７％
であった。
【０１０７】
（３）強接着状態
　軽剥離状態になった接着剤組成物に偏光板側から光を１６秒以上照射することによって
、接着剤組成物が強接着状態となった。照射開始から２１秒以上照射することによって強
接着状態となった。強接着状態が開始したときの光の実測照射量は１５０ｍＪ／ｃｍ２で
あった。強接着状態のときの接着力の最大値は、偏光板に含まれる保護層の凝集力および
保護層と偏光子との間の界面接着力よりも大きい値であった。また、照射量が３００ｍＪ
／ｃｍ２のときのモノマーの反応率は、約８９％であった。
【０１０８】
　粘着剤様状態、軽剥離状態、および強接着状態における上記接着剤組成物の弾性率を以
下の表１に示す。
【０１０９】
【表１】

【０１１０】
　表１に示すとおり、上記接着剤組成物は高い弾性率を有する。
【０１１１】
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　上記接着剤組成物について、光の照射強度以外の条件を上記と同条件として、照射強度
を変えたときの照射時間に応じた接着剤組成物の状態の変化を観察した。照射強度は、波
長４０５ｎｍにおける強度を１．５～３５ｍＷ／ｃｍ２の範囲で変化させた。結果を表２
に示す。表２においては、×印は接着剤組成物が液体状態、△印は粘着剤様状態、○印は
軽剥離状態、◎印は強接着状態であったことを示す。
【０１１２】
【表２】

【０１１３】
　表２から、照射強度が大きくなるにしたがって、接着剤組成物の状態が粘着剤様状態に
なるまでの時間、軽剥離状態となるまでの時間、および強接着状態となるまでの時間が短
縮されていることがわかる。
【０１１４】
［製造例２］
　Ｎ－（２－ヒドロキシエチル）アクリルアミドモノマー（興人製）１００部に光重合開
始剤（チバジャパン製、Ｉｒｇａｃｕｒｅ８１９）０．５部を添加して溶解することによ
り、接着剤組成物を調製した。溶解速度を速めるために５０℃で加熱しながら超音波をか
けて溶解した。得られた接着剤組成物のＴｇは、９８℃であった。
【０１１５】
　上記接着剤組成物１ｍＬを板ガラスにスポイトで垂らし、ハンドローラーを用いて幅２
５ｍｍに切断した偏光板（日東電工製、ＶＥＧＱ５７２４ＤＵ）と板ガラスとを貼り合わ
せた。接着剤組成物の厚みが１０μｍとなるようにした。偏光板を貼り合わせた板ガラス
を４０℃のオーブン中に置き、紫外線照射機（アイグラフィックス製、ＵＢＸ０８０１－
０１　出力８ｋＷ（高圧水銀ランプ））によって偏光板側から以下の照射強度で光を照射
した。このとき、偏光板やガラスの温度が必要以上に加熱されるのを防ぐため、照射源と
偏光板との間に熱線カットフィルターを装着した。
【０１１６】
　光の実測照射強度は、波長４０５ｎｍにおける強度が７ｍＷ／ｃｍ２、１４ｍＷ／ｃｍ
２、２１ｍＷ／ｃｍ２、２５．４ｍＷ／ｃｍ２、３２．５ｍＷ／ｃｍ２、４１ｍＷ／ｃｍ
２、６０ｍＷ／ｃｍ２、または８０ｍＷ／ｃｍ２となるように調整した。各照射強度にお
いて照射時間を変化させたときの対ガラス接着力の試験結果を表３に示す。
【０１１７】
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【表３】

【０１１８】
　表３から、実測照射強度が４１ｍＷ／ｃｍ２以下の場合には、照射時間の増加に伴って
接着力が極大値、極小値、該極大値よりも大きい値をとるように変化したことがわかる。
実測照射強度が６０ｍＷ／ｃｍ２以上の場合には、照射時間の増加に伴って、接着力は極
大値および極小値をとることなく増大した。したがって、この接着剤組成物に関する限界
照射強度を４１ｍＷ／ｃｍ２とすることができる。
【０１１９】
［製造例３］
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　ヒドロキシメチルアクリルアミドモノマー（東京化成製）１００部に光重合開始剤（チ
バジャパン製、Ｉｒｇａｃｕｒｅ８１９）０．５部を添加して溶解することにより、接着
剤組成物を調製した。溶解速度を速めるために５０℃で加熱しながら超音波をかけて溶解
した。
【０１２０】
　上記接着剤組成物１ｍＬを板ガラスにスポイトで垂らし、その上から偏光板（日東電工
製、ＶＥＧＱ５７２４ＤＵ）を重ね合わせ、ハンドローラーを用いて偏光板を押さえて偏
光板と板ガラスとを貼り合わせた。６０℃に加熱したホットプレート（ＡＳ　ＯＮＥ製、
ＨＨＰ－４１１）上に偏光板を貼り合わせた板ガラスをガラス面を下にして置き、紫外線
照射機（アイグラフィックス製、ＵＢＸ０８０１－０１　出力８ｋＷ（高圧水銀ランプ）
）によって偏光板側から光を照射した。偏光板やガラスの温度が必要以上に加熱されるの
を防ぐため、照射源と偏光板との間に熱線カットフィルターを装着した。光の実測照射強
度は、波長４０５ｎｍにおける強度が１４ｍＷ／ｃｍ２になるように調整した。
【０１２１】
　液体状態の接着剤組成物を介して偏光板と板ガラスとを貼り合わせた積層体に対して光
を１．５秒間照射すると、接着剤組成物は粘着剤様状態となった。さらに光を１０秒間照
射すると、接着剤組成物は軽剥離状態となった。軽剥離状態は、軽剥離状態の開始から５
０秒間経過するまで継続した。この後、ホットプレートの温度を１２０℃に上げて、さら
に光を６０秒以上照射すると、接着剤組成物は強接着状態となった。
【０１２２】
［製造例４］
　ヒドロキシメチルアクリルアミドモノマー（東京化成製）をヒドロキシエチルアクリル
アミドモノマー（興人製）に変更したこと以外は製造例３と同様にして接着剤組成物を調
製した。得られた接着剤組成物のＴｇは９８℃であった。
【０１２３】
　製造例３と同じ条件で、液体状態の接着剤組成物を介して偏光板と板ガラスとを貼り合
わせた積層体に対して光を２秒間照射すると、接着剤組成物は粘着剤様状態となった。さ
らに光を１０秒間照射すると、接着剤組成物は軽剥離状態となった。軽剥離状態は、軽剥
離状態の開始から５０秒間経過するまで継続した。さらに光を６０秒以上照射すると、接
着剤組成物は強接着状態となった。
【０１２４】
　また、同条件下で、液体状態の接着剤組成物を介して偏光板と板ガラスとを貼り合わせ
た積層体に対して光を２秒間照射すると、接着剤組成物は粘着剤様状態となった。さらに
光を３０秒間照射すると、接着剤組成物は軽剥離状態となった。この後、ホットプレート
の温度を１００℃に上げて、光を照射せずに３００秒間加熱のみを行うと、接着剤組成物
は強接着状態となった。
【０１２５】
　また、１４ｍＷ／ｃｍ２であった照射強度を８０ｍＷ／ｃｍ２に変更したこと以外は上
記と同条件として光を積層体に照射したところ、液体状態の接着剤組成物は、照射開始か
ら１．５秒で強接着状態となった。さらに照射時間を長くしても、接着剤組成物は強接着
状態のままであった。
【０１２６】
［製造例５］
　ヒドロキシプロピルアクリルアミドモノマー（Ｆｌｕｋａ製）１００部（水５０％を含
む）に光重合開始剤（チバジャパン製、Ｉｒｇａｃｕｒｅ８１９）０．５部を添加して溶
解することにより、接着剤組成物を調製した。溶解速度を速めるために、５０℃で加熱し
ながら超音波をかけて溶解した。得られた接着剤組成物のＴｇは、７４℃であった。
【０１２７】
　上記接着剤組成物１ｍＬを板ガラスにスポイトで垂らし、水分を蒸発させるために１０
０℃に加熱したホットプレート（ＡＳ　ＯＮＥ製、ＨＨＰ－４１１）上に板ガラスを置い
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た。水分の蒸発後、板ガラスの接着剤組成物の上に偏光板（日東電工製、ＶＥＧＱ５７２
４ＤＵ）を重ね合わせ、ハンドローラーを用いて偏光板と板ガラスとを貼り合わせた。１
００℃に加熱したホットプレート（ＡＳ　ＯＮＥ製、ＨＨＰ－４１１）上に偏光板を貼り
合わせた板ガラスをガラス面を下にして置き、紫外線照射機（アイグラフィックス製、Ｕ
ＢＸ０８０１－０１　出力８ｋＷ（高圧水銀ランプ））によって偏光板側から光を照射し
た。偏光板やガラスの温度が必要以上に加熱されるのを防ぐため、照射源と偏光板との間
に熱線カットフィルターを装着した。光の実測照射強度は、波長４０５ｎｍにおける強度
が１４ｍＷ／ｃｍ２になるように調整した。
【０１２８】
　液体状態の接着剤組成物を介して偏光板と板ガラスとを貼り合わせた積層体に対して光
を１秒間照射すると、接着剤組成物は粘着剤様状態となった。さらに光を１０秒間照射す
ると、接着剤組成物は軽剥離状態となった。さらに光を２０秒以上照射すると、接着剤組
成物は強接着状態となった。
【０１２９】
［製造例６］
　ヒドロキシメチルアクリルアミドモノマー（東京化成製）をジメチルアクリルアミドモ
ノマー（興人製）に変更したこと以外は製造例３と同様にして接着剤組成物を調製した。
得られた接着剤組成物のＴｇは１１９℃であった。
【０１３０】
　製造例３と同じ条件で、液体状態の接着剤組成物を介して偏光板と板ガラスとを貼り合
わせた積層体に対して光を１秒間照射すると、接着剤組成物は粘着剤様状態となった。さ
らに光を１０秒間照射すると、接着剤組成物は軽剥離状態となった。軽剥離状態は、軽剥
離状態の開始から５０秒間経過するまで継続した。さらに光を６０秒以上照射すると、接
着剤組成物は強接着状態となった。
【０１３１】
［製造例７］
　ヒドロキシメチルアクリルアミドモノマー（東京化成製）をジエチルアクリルアミドモ
ノマー（興人製）に変更したこと以外は製造例３と同様にして接着剤組成物を調製した。
得られた接着剤組成物のＴｇは８１℃であった。
【０１３２】
　製造例３と同じ条件で、液体状態の接着剤組成物を介して偏光板と板ガラスとを貼り合
わせた積層体に対して光を１秒間照射すると、接着剤組成物は粘着剤様状態となった。さ
らに光を１０秒間照射すると、接着剤組成物は軽剥離状態となった。軽剥離状態は、軽剥
離状態の開始から２０秒間経過するまで継続した。さらに光を３０秒以上照射すると、接
着剤組成物は強接着状態となった。
【０１３３】
［製造例８］
　アクリル酸モノマー（東亜合成製）１００部に光重合開始剤（チバジャパン製、Ｉｒｇ
ａｃｕｒｅ８１９）０．５部を添加して溶解することにより、接着剤組成物を調製した。
溶解速度を速めるために、５０℃で加熱しながら超音波をかけて溶解した。得られた接着
剤組成物のＴｇは、１０６℃であった。
【０１３４】
　板ガラスにシランカップリング剤（信越化学製）をスピンコーターにより塗布し、１０
０℃で１分間加熱した。この板ガラスに上記接着剤組成物１ｍＬをスポイトで垂らし、そ
の上から偏光板（日東電工製、ＶＥＧＱ５７２４ＤＵ）を重ね合わせ、ハンドローラーを
用いて偏光板を押さえて偏光板と板ガラスとを貼り合わせた。８０℃に加熱したホットプ
レート（ＡＳ　ＯＮＥ製、ＨＨＰ－４１１）上に偏光板を貼り合わせた板ガラスをガラス
面を下にして置き、紫外線照射機（アイグラフィックス製、ＵＢＸ０８０１－０１　出力
８ｋＷ（高圧水銀ランプ））によって偏光板側から光を照射した。偏光板やガラスの温度
が必要以上に加熱されるのを防ぐため、照射源と偏光板との間に熱線カットフィルターを
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装着した。光の実測照射強度は、波長４０５ｎｍにおける強度が１４ｍＷ／ｃｍ２になる
ように調整した。
【０１３５】
　液体状態の接着剤組成物を介して偏光板と板ガラスとを貼り合わせた積層体に対して光
を１秒間照射すると、接着剤組成物は粘着剤様状態となった。さらに光を１０秒間照射す
ると、接着剤組成物は軽剥離状態となった。軽剥離状態は、軽剥離状態の開始から５０秒
間経過するまで継続した。さらに光を６０秒以上照射すると、接着剤組成物は強接着状態
となった。
【０１３６】
［製造例９］
　ヒドロキシメチルアクリルアミドモノマー（東京化成製）を２－ヒドロキシエチルアク
リレートモノマー（日本触媒製）に変更したこと以外は製造例３と同様にして接着剤組成
物を調製した。得られた接着剤組成物のＴｇは－１５℃であった。
【０１３７】
　製造例３と同じ条件で、液体状態の接着剤組成物を介して偏光板と板ガラスとを貼り合
わせた積層体に対して光を５秒間照射すると、接着剤組成物は粘着剤様状態となった。さ
らに光を３０秒間照射すると、接着剤組成物は軽剥離状態となった。軽剥離状態は、軽剥
離状態の開始から３０秒間経過するまで継続した。さらに光を６０秒以上照射すると、接
着剤組成物は強接着状態となった。
【０１３８】
［製造例１０］
　ヒドロキシメチルアクリルアミドモノマー（東京化成製）をアクリロニトリルモノマー
（ＷＡＫＯ製）に変更したこと以外は製造例３と同様にして接着剤組成物を調製した。得
られた接着剤組成物のＴｇは９７℃であった。
【０１３９】
　製造例３と同じ条件で、液体状態の接着剤組成物を介して偏光板と板ガラスとを貼り合
わせた積層体に対して光を１秒間照射すると、接着剤組成物は粘着剤様状態となった。粘
着剤様状態は、粘着剤様状態の開始から９秒間経過するまで継続した。さらに光を１５秒
間照射すると、接着剤組成物は軽剥離状態となった。軽剥離状態は、軽剥離状態の開始か
ら１０５秒間経過するまで継続した。さらに光を１２０秒以上照射すると、接着剤組成物
は強接着状態となった。
【０１４０】
［製造例１１］
　ヒドロキシメチルアクリルアミドモノマー（東京化成製）をアクリロイルモルホリンモ
ノマー（興人製）に変更したこと以外は製造例３と同様にして接着剤組成物を調製した。
得られた接着剤組成物のＴｇは１４５℃であった。
【０１４１】
　製造例３と同じ条件で、液体状態の接着剤組成物を介して偏光板と板ガラスとを貼り合
わせた積層体に対して光を１秒間照射すると、接着剤組成物は粘着剤様状態となった。さ
らに光を３秒間照射すると、接着剤組成物は軽剥離状態となった。軽剥離状態は、軽剥離
状態の開始から５７秒間経過するまで継続した。さらに光を６０秒以上照射すると、接着
剤組成物は強接着状態となった。
【０１４２】
［製造例１２］
　ヒドロキシメチルアクリルアミドモノマー（東京化成製）をＮ－メチルメタクリルアミ
ドモノマー（東京化成製）に変更したこと以外は製造例３と同様にして接着剤組成物を調
製した。
【０１４３】
　ホットプレートによる加熱温度を６０℃から１２０℃に変更したこと以外は製造例３と
同じ条件で、液体状態の接着剤組成物を介して偏光板と板ガラスとを貼り合わせた積層体
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に対して光を３０秒間照射すると、接着剤組成物は粘着剤様状態となった。さらに光を９
０秒間照射すると、接着剤組成物は軽剥離状態となった。さらに光を１２０秒以上照射す
ると、接着剤組成物は強接着状態となった。
【０１４４】
［製造例１３］
　ヒドロキシメチルアクリルアミドモノマー（東京化成製）をグリシジルメタクリレート
モノマー（キシダ製）に変更したこと以外は製造例３と同様にして接着剤組成物を調製し
た。得られた接着剤組成物のＴｇは４６℃であった。
【０１４５】
　製造例３と同じ条件で、液体状態の接着剤組成物を介して偏光板と板ガラスとを貼り合
わせた積層体に対して光を３０秒間照射すると、接着剤組成物は粘着剤様状態となった。
粘着剤様状態は、粘着剤様状態の開始から９０秒間経過するまで継続した。その後、ホッ
トプレートの温度を８０℃にして光をさらに３０秒間照射すると、接着剤組成物は軽剥離
状態となった。軽剥離状態は、軽剥離状態の開始から９０秒間経過するまで継続した。さ
らに光を２４０秒以上照射すると、接着剤組成物は強接着状態となった。
【０１４６】
［製造例１４］
　ヒドロキシメチルアクリルアミドモノマー（東京化成製）をテトラヒドロフルフリルメ
タクリレートモノマー（東京化成製）に変更したこと以外は製造例３と同様にして接着剤
組成物を調製した。得られた接着剤組成物のＴｇは、６０℃であった。
【０１４７】
　ホットプレートによる加熱温度を６０℃から１２０℃に変更したこと以外は製造例３と
同じ条件で、液体状態の接着剤組成物を介して偏光板と板ガラスとを貼り合わせた積層体
に対して光を３０秒間照射すると、接着剤組成物は粘着剤様状態となった。粘着剤様状態
は、粘着剤様状態の開始から３０秒間経過するまで継続した。さらに光を６０秒間照射す
ると、接着剤組成物は軽剥離状態となった。軽剥離状態は、軽剥離状態の開始から６０秒
間経過するまで継続した。さらに光を２４０秒以上照射すると、接着剤組成物は強接着状
態となった。
【０１４８】
［製造例１５］
　ヒドロキシエチルアクリルアミドモノマー（興人製）をヒドロキシエチルアクリルアミ
ドモノマー（興人製）５０部とメタクリル酸メチルモノマー（ＷＡＫＯ製）５０部との混
合物に変更したこと以外は製造例４と同様にして接着剤組成物を調製した。
【０１４９】
　製造例４と同じ条件で、液体状態の接着剤組成物を介して偏光板と板ガラスとを貼り合
わせた積層体に対して光を３秒間照射すると、接着剤組成物は粘着剤様状態となった。粘
着剤様状態は、粘着剤様状態の開始から２７秒間経過するまで継続した。さらに光を１０
秒間照射すると、接着剤組成物は軽剥離状態となった。さらに光を２０秒以上照射すると
、接着剤組成物は強接着状態となった。
【０１５０】
［製造例１６］
　ジシクロペンテニルアクリレート（日立化成製）１００部に光重合開始剤（チバジャパ
ン製、Ｉｒｇａｃｕｒｅ８１９）０．５部を添加して溶解することにより、接着剤組成物
を調製した。溶解速度を速めるために、５０℃で加熱しながら超音波をかけて溶解した。
【０１５１】
　上記接着剤組成物１ｍＬをシクロオレフィン系フィルム　「ゼオノア」（日本ゼオン製
）にスポイトで垂らし、その上からシクロオレフィン系フィルム　「ゼオノア」（日本ゼ
オン製）をハンドローラーを用いて貼り合わせて積層フィルムを作製した。１２０℃に加
熱したホットプレート（ＡＳ　ＯＮＥ製、ＨＨＰ－４１１）上に積層フィルムを置き、紫
外線照射機（アイグラフィックス製、ＵＢＸ０８０１－０１　出力８ｋＷ（高圧水銀ラン
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プ））によって光を照射した。フィルムの温度が必要以上に加熱されるのを防ぐため、照
射源と積層フィルムとの間に熱線カットフィルターを装着した。光の実測照射強度は、波
長４０５ｎｍにおける強度が１４ｍＷ／ｃｍ２になるように調整した。
【０１５２】
　積層フィルムに対して光を１５秒間照射すると、接着剤組成物は粘着剤様状態となった
。さらに光を３０秒間照射すると、接着剤組成物は軽剥離状態となった。さらに光を１２
０秒以上照射すると、接着剤組成物は強接着状態となった。
【０１５３】
［実施例１］
（位相差層）
　遅相軸方向が異なる２つの領域をストライプパターンで有する位相差フィルムを以下の
ようにして作製した。シクロオレフィン系フィルム（日本ゼオン製、商品名「ゼオノア」
）の上に光配向膜を形成し、偏光露光法を用いて液晶セルの１ライン毎にストライプの方
向に対して＋４５°、－４５°の配向規制力を与え、当該光配向膜上に所定の複屈折率と
膜厚とを有する光硬化型液晶ポリマー層を形成した。次いで、紫外線を照射して光硬化型
液晶ポリマーを硬化させ、その配向状態を固定することにより、遅相軸方向が異なる２つ
の領域をストライプパターンで有する、λ／４板に対応する位相差フィルム（パターンリ
ターダーフィルム）を作製した。
（偏光板）
　保護層（ＴＡＣフィルム）／偏光子／保護層（ＴＡＣフィルム）の構成を有する偏光板
（日東電工製、ＶＥＧＱ５７２４ＤＵ）の片側の保護層を除去して得られた偏光板を用い
た。
（接着剤組成物）
　製造例２で調製した接着剤組成物を用いた。
（液晶セル）
　液晶テレビ（シャープ製、ＬＣ－３２ＤＥ５）の液晶パネルから視認側の偏光板を剥離
して得られた液晶セルを用いた。
【０１５４】
　上記偏光板の偏光子側にポリビニルアルコール系接着剤を介して、上記で得られたパタ
ーンリターダーフィルムを貼り合わせた。次いで、該偏光板の保護層側に上記接着剤組成
物を塗布して接着層を形成した。これにより、接着層（液体状態）／保護層／偏光子／位
相差層の構成を有する位相差層付偏光板を得た。
【０１５５】
　上記液晶セルの視認側表面と上記位相差層付偏光板の接着層表面とを貼り合わせた。得
られた積層体を４０℃のオーブン中に置き、偏光板側から紫外線照射機（アイグラフィッ
クス製、ＵＢＸ０８０１－０１　出力８ｋＷ（高圧水銀ランプ））によって光を照射した
。偏光板およびガラス基板の温度が必要以上に加熱されるのを防ぐため、照射源と偏光板
との間に熱線カットフィルターを装着した。光の実測照射強度は、波長４０５ｎｍにおけ
る強度が１４ｍＷ／ｃｍ２になるように調整した。
【０１５６】
　上記液晶セルと位相差層付偏光板との積層体に対して光を１．５秒間照射すると、接着
層を形成する接着剤組成物は粘着剤様状態になった。さらに光を１０秒間照射すると、接
着層を形成する接着剤組成物は軽剥離状態になった。軽剥離状態は、軽剥離状態の開始か
ら５０秒間経過するまで継続した。さらに光を６０秒間以上照射すると、接着層を形成す
る接着剤組成物は強接着状態になった。
【０１５７】
　上記のようにして得られた液晶パネルによれば、立体画像表示のクロストークが抑制さ
れることが確認された。
【０１５８】
　また、上記液晶パネルの作製時において、液体状態の接着層によって貼り合わされた上
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記偏光板と上記液晶セルとの積層体に対して光を１．５秒間照射して接着層を形成する接
着剤組成物を軽剥離状態にし、さらに光を３０秒間照射して軽剥離状態にした。この状態
で偏光板を液晶セルから剥離したところ、容易に剥離することができた。また、剥離時の
力で液晶セルが割れたり、視認性が低下する等の問題は発生しなかった。
【０１５９】
［実施例２］
　位相差層、偏光板、接着剤組成物、および液晶セルはそれぞれ、実施例１と同じものを
用いた。
【０１６０】
　上記偏光板の偏光子側にポリビニルアルコール系接着剤を介して、上記位相差層（パタ
ーンリターダーフィルム）を貼り合わせた。次いで、該偏光板の保護層側にバーコーター
を用いて上記接着剤組成物を塗布し、厚み１０μｍの接着層を形成した。次いで、３０℃
のオーブン中で、接着層側から４０５ｎｍの波長の光を照射強度３０ｍＷ／ｃｍ２で１秒
照射すると、接着層を形成する接着剤組成物は粘着剤様状態になった。これにより、接着
層（粘着剤様状態）／保護層／偏光子／位相差層の構成を有する位相差層付偏光板を得た
。
【０１６１】
　上記液晶セルの視認側表面と上記位相差層付偏光板の接着層表面とを貼り合わせた。得
られた積層体を４０℃のオーブン中に置き、偏光板側から４０５ｎｍの波長の光を照射強
度１４ｍＷ／ｃｍ２でさらに２０秒照射（照射開始から２１秒）することにより、接着層
を形成する接着剤組成物は軽剥離状態になった。さらに、８０℃のオーブン中で偏光板側
から４０５ｎｍの波長の光を照射強度１４ｍＷ／ｃｍ２でさらに４０秒照射（照射開始か
ら６１秒）することにより、接着層を形成する接着剤組成物は強接着状態になった。
【０１６２】
　上記で得られた液晶パネルによれば、立体画像表示のクロストークが抑制されることが
確認された。また、該液晶パネルをヒートショック試験に供したところ、位相差層付偏光
板にクラックが発生しなかった。該ヒートショック試験は、液晶パネルを－４０℃と８５
℃の温度環境下にそれぞれ３０分保持することを１００サイクル繰り返すことにより行っ
た。さらに、該液晶パネルでは、接着層が硬いので、粘着剤を用いて貼り合わせた場合に
みられるような液晶パネルの表面硬度の低下は認められなかった。
【０１６３】
　また、上記液晶パネルの作製時において、接着層を形成する接着剤組成物を軽剥離状態
にした状態で液晶セルから位相差層付偏光板を剥離したところ、容易に剥離することがで
きた。また、剥離時の力で液晶セルが割れたり、液晶パネルの視認性が低下する等の問題
は発生しなかった。
【０１６４】
　また、上記液晶セルと粘着剤様状態の接着層を有する上記位相差層付偏光板とを貼り合
わせた後、８０℃のオーブン中で偏光板側から４０５ｎｍの波長の光を照射強度１４ｍＷ
／ｃｍ２で６０秒照射することにより、接着層を形成する接着剤組成物は強接着状態にな
った。
【０１６５】
［比較例１］
　位相差層、偏光板、および液晶セルはそれぞれ、実施例１と同じものを用いた。
【０１６６】
　偏光板の偏光子側にポリビニルアルコール系接着剤を介して、位相差層（パターンリタ
ーダーフィルム）を貼り合わせた。該偏光板の保護層側にアクリル系粘着剤を塗布し、厚
み２０μｍの粘着剤層を形成した。これにより、粘着剤層／保護層／偏光子／位相差層の
構成を有する位相差層付偏光板を得た。該位相差層付偏光板の粘着剤層表面と液晶セルの
視認側表面とを貼り合わせて液晶パネルを得た。
【０１６７】
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　上記で得られた液晶パネルによれば立体画像表示のクロストークは抑制されなかった。
また、得られた液晶パネルにおいて、位相差層付偏光板を液晶セルから剥離することがで
きたが、接着層が軽剥離状態である実施例１または２の液晶パネルの場合に比べて剥離す
る際に大きな力を要した。さらに、剥離時に偏光板が破断しやすかった。特に、大画面の
液晶パネルから位相差層付偏光板を剥離する際は、ゆっくりと剥離しなければ液晶パネル
が割れたり、偏光板が破断したり、剥離時に液晶パネルにかかる力により、パネルの視認
性が低下する等の問題が発生した。
【０１６８】
　上記液晶パネルを実施例２と同様のヒートショック試験に供したところ、偏光板にクラ
ックが多数発生した。
【０１６９】
　上記液晶パネルにおいては、偏光板の表面硬度が実施例１または２の液晶パネルに比べ
て低下した。これは、粘着剤が柔らかいために押し込みの力によって偏光板に凹みが生じ
たためと考えられる。
【産業上の利用可能性】
【０１７０】
　本発明の位相差層付偏光板は、液晶表示装置好適に用いられ得る。特に、３次元液晶表
示装置の視認側偏光板として好適に用いられ得る。
【符号の説明】
【０１７１】
　１０　　　偏光板
　１１　　　偏光子
　２１　　　保護層
　３０　　　位相差層
　４０　　　接着層
　５０　　　液晶セル
　１００　　位相差層付偏光板
　２００　　液晶パネル
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              特開２００６－０９８４６０（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００８－１９１２１７（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２０１２－２４７６１９（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００８－２８７２０７（ＪＰ，Ａ）　　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｇ０２Ｂ　　　５／３０　　　　
              Ｇ０２Ｆ　　　１／１３３５－　　１／１３３６３
              Ｃ０９Ｊ　　　１／００　　－２０１／１０
              Ｂ３２Ｂ　　　１／００　　－　４３／００
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